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1.1 研究の背景 

鉄筋コンクリート(以下，RC)構造物は，使用材料の高強度化や，免震・制振構造システ

ムとの併用も行われ，高層化，長スパン化に加え，高耐久・高品質な架構として実現され

ている。近年では，RC柱に高強度コンクリートを用いて断面積を縮減した細径柱部材 1-1)~1-3)

や，断面の 小径が小さく扁平な断面を有する壁状の柱部材 1-4)が開発され，前者は主に軸

力を負担する部材として，後者は架構の水平剛性を高める耐震要素として建物に使用され

ている。これらの柱を建築空間に用いることで，大断面の RC 柱を用いる場合に比べて，意

匠性・視認性に優れた開放感のある空間の実現が可能となる。しかし，いずれも柱の高さ

をその 小径で除した値が大きく，断面の弱軸周りには曲げ剛性が小さいために地震時の

水平力およびねじれに対する剛性には期待せずに構造設計される場合が多い。 

RC 柱の設計を行う場合，鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 1-5)では構造上主要な

支点間の距離を断面の 小径で除した値が 15 を超える場合に関して，この値に応じた応力

度の割増係数が示されている。構造上主要な支点間の距離は構造設計者が合理的に設定す

る必要があるが，一般的には隣接部材心間の距離が用いられる。この割増係数を設計用応

力度に乗じた値が許容応力度を超えなければ，常温の構造設計は成立する。一方で，2000

年に建築基準法に導入された耐火性能検証法 1-8)により，従来の仕様規定によらない火災室

ごとの火災性状や部材の耐火性能を個別に設計する性能設計が可能となったが，RC 柱の隣

接部材間の内法寸法を断面の 小径で除した値(以下，高さ径比)を 10 以下に制限している。

これは，火災時において高さ径比が 10 を越える RC 柱は，部材表層の高温領域が相対的に

断面の多くを占め，また部材表層は曲げ剛性への寄与が大きいため，かぶりコンクリート

の熱劣化により曲げ剛性が大幅に低下することから，常温時には断面耐力により圧縮破壊

する高さ径比であっても，火災時には早期に座屈する懸念があるためである。よって，高

さ径比が 10 を越える RC 柱の耐火設計法は未だ無い。 

本論文では，耐火性能検証法で設定される高さ径比の上限を超える高さ径比 12 以上の

RC 柱を扱うこととし，これらの RC 柱を RC 長柱と定義する。 

RC 柱には実構造物において，製作上・施工上不可避な元たわみや軸力の偏心といった初

期不整，火災発生区画内外における不均一加熱，直交梁の偏心接合による軸力の偏心，火

災時に梁の熱膨張により生じる部材角，柱と接合する周辺架構の接合方法・剛性の変化に

よる座屈長さの変化などの様々な現象が生じると考えられる。断面の 小径が大きく高さ

径比が小さい RC 柱は曲げ剛性が大きく，また不均一加熱時には断面全周が加熱される場合

に比べて部材の熱劣化範囲が小さくなるため，これらの現象が耐火性能を低下させる可能

性は低い。故に RC 構造は一般に火災に強い構造として認知されてきた。しかし，RC 長柱

は前述した通り火災時に曲げ剛性が大幅に低下するため，実構造物において想定されるこ

れらの現象下においては耐火性能が低下する可能性がある。さらに高強度コンクリートは

普通強度コンクリートと比べ，高温時における圧縮強度の低下や過渡ひずみによる収縮が

大きいことが知られている 1-6),1-7)ため，高強度コンクリートを用いることで RC 長柱の耐火
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性能が大きく低下する可能性がある。 

以上に述べたことから，RC 長柱の耐火性能については不明な点が多く，これを明らかに

することは，耐火性能検証法で設定されている高さ径比の上限を越える RC 柱の耐火性能の

評価や，RC 長柱の耐火性能設計方法の確立につながると考えられる。 

 

1.2 既往の耐火設計法 

 本節では，国内外における RC 柱の耐火設計法について概説する。 

 

1.2.1 耐火性能検証法 

 建築基準法では耐火建築物の主要構造部に必要とされる耐火性能として非損傷性・遮熱

性・遮炎性を規定しており，所定の耐火性能を確保するための適合ルートには，例示仕様

(H12 建告 1399 号)または認定耐火構造に従う仕様規定(ルート A)，耐火性能検証法による

設計 1-8)(ルート B)，高度な評価法による審査(ルート C)の 3 種類がある。本項では，耐火性

能検証法による RC 柱の耐火設計法について概説する。なお，RC 柱のような防火区画を形

成しない耐力部材の耐火性能には非損傷性が要求される。 

 本設計方法は，RC 柱断面の温度分布を求め，図 1- 1 に示すように 500℃を超える熱劣化

領域を除いた残りの有効断面を荷重負担部分とし，この有効断面のコンクリート強度を常

温時の三分の二として終局耐力を求める方法である。 

 

 

図 1- 1 RC 柱の熱劣化深さ 1-8) 

 

本設計方法では，火災時の爆裂による断面欠損の懸念を排除するため，コンクリートの常

温圧縮強度は 60N/mm2以下を対象とし，また前節で述べた通り座屈が生ずる恐れを排除す

るため高さ径比を 10 以下に制限している。 

 

1.2.2 欧州構造規準 

 欧州構造規準(以下，ユーロコード)は，建築・土木構造物の実用的な設計法について国際

的な規準として開発されている構造設計基準であり，Eurocode 2 ではコンクリート構造に

関する設計法が記載され，Part1-2 では耐火設計法に関して記載されている 1-9)。本項では，

ユーロコードによる RC 柱の耐火設計法について概説する。 



4 
 

 RC 柱の設計には大きく分け 3 種類の設計法があり，表データを用いた設計，簡易計算法

による設計，高度な計算による設計である。これらはそれぞれ前述した国内における建築

基準法令の適合ルートのうち，例示仕様または認定耐火構造に従う仕様規定(ルート A)，前

項で示した耐火性能検証法(ルート B)，高度な評価法による審査(ルート C)と完全に一致す

るものではないが，近い内容となる。表データを用いた設計，簡易計算法による設計法は

コンクリートの常温圧縮強度が 50N/mm2以下を対象としている。 

 表データを用いた設計を行う場合，A 法と B 法の 2 通りの方法があり，A 法は主に軸力

を負担する柱，B 法は主に軸力と曲げを負担する柱に適用され，ブレース構造にのみ適用で

きる。表データは RC 柱に必要とされる耐火性能を確保するために必要な，断面の 小径，

かぶり厚さに関する数値が荷重レベルごとにまとめられており，これらの数値は過去の経

験と実験の理論的な考察により確認され，一般的な構造部材に安全側の仮定であるとされ

ている。A 法では座屈長さが 3m 以下，B 法では座屈長さを断面二次半径で除した細長比が

30 以下において設計が可能であり，細長比 30 は 250mm 角の正方形断面の場合は座屈長さ

2165mm に相当する。 

 簡易計算法による設計を行う場合も 2 通りの方法があり，500℃法と断面分割法である。

500℃法は RC 柱断面の温度分布を求め，図 1- 2 に示すように 500℃を超える熱劣化領域を

除いた残りの有効断面を求め，この有効断面のコンクリート強度を常温時の強度と同一と

して終局耐力を求める方法である。断面分割法は RC 柱断面の温度分布を求め，加熱面の強

度を無視する領域と，有効断面の強度低減係数を求め終局耐力・曲げ剛性を求める方法で

ある。断面分割法は 500℃法よりも複雑ではあるが，柱に対してはより正確な方法とされて

いる。 

 

 
図 1- 2 RC 柱の熱劣化深さ 1-9) 

 

座屈に関する設計は，この簡易計算法により終局曲げ耐力 MRd,fiを求めた後，図 1- 3 に示

すように P－δ効果による二次的モーメント M2,fiを差し引いた終局一次曲げ耐力 M0Rd,fiと

設計一次曲げ耐力を比較することで行う。 
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MRd,fi：終局曲げ耐力，M0Rd,fi：終局一次曲げ耐力，M2,fi：二次的モーメント， 

図 1- 3 終局曲げ耐力，二次的モーメント，終局一次曲げ耐力の関係 1-9) 

 

高度な計算による設計を行う場合は，計算の原則が示されているのみで，具体的な計算

方法については記載されていない。 

 

 以上に示したように，耐火性能検証法およびユーロコードによる簡易計算法では断面の

温度分布から断面の熱劣化部分を除いた有効断面を求めているが，熱劣化部分の残存強度

や有効断面に生じる温度分布は考慮されていない。 

 

1.3 既往の火災時挙動に関する研究 

 本節では，本研究に関連する既往の研究について，火災時挙動に関する文献を中心に概

説する。 

 

1.3.1 座屈荷重 

高温時における圧縮材の座屈現象に関する研究は鋼構造柱部材を中心に数多く報告され

ている例えば 1-10)。鋼構造の火災時の終局強度の指標として崩壊温度 1-11)を取り入れた鋼構造

耐火設計指針 1-12)では高温時の鋼構造柱部材の座屈耐力に関する研究成果がまとめられて

おり，接線係数理論により高温時の柱の座屈耐力を精度よく評価できるとしている。接線

係数理論は非弾性域の座屈理論であり，応力度とひずみの関係における接線勾配を用いて

座屈耐力を評価するものである。 

RC 柱部材においても火災時の座屈挙動を実験や解析により評価した研究は見られるが，

報告数は少ない。実験による研究報告に関しては，Lie らが文献 1-13)において，コンクリ

ートの常温圧縮強度が 34～43N/mm2で高さ径比が約 9.4～18.8 の RC 柱の載荷加熱実験を

行っており，高さ径比 18.8 で軸力比が約 0.1 の条件下において座屈することを確認してい

る。解析による研究報告に関しては，筆者らは文献 1-14)において，RC 長柱の火災時の座

屈耐力を数値解析によって求めている。数値解析では RC 長柱の断面を複数の要素に分割し，
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各要素の火災時の温度に応じた応力度とひずみの関係における初期勾配，すなわちヤング

係数を用いて座屈耐力を算出しているが，要素によっては応力状態が非弾性域に達してい

る可能性がある。その場合，座屈耐力の評価にヤング係数を用いることは座屈耐力を過大

に評価することになり，非弾性域の応力状態を考慮することが課題であった。また，Huang

らは文献 1-15)において，断面内部の温度分布を均一とした RC 柱を対象に，高温時に過渡

ひずみが座屈耐力に与える影響について検討している。柱に曲げ変形が生じ始めると，過

渡ひずみの影響で凹側の圧縮ひずみが大きくなり曲げ変形が進行するため，過渡ひずみを

考慮した座屈耐力は考慮しない場合に比べ小さくなると述べている。しかし断面内部に温

度勾配を有する場合については検討していない。これらは火災時における RC 長柱の座屈耐

力を数値解析により検討した研究であるが，非弾性域の曲げ剛性および断面内部の温度勾

配の影響を共に考慮してはおらず，またその評価方法の妥当性を実験的に検証していない。 

一方で，Bajc らは文献 1-16)において，RC 柱の非弾性域の曲げ剛性および断面内部の温

度勾配を考慮した座屈耐力の評価方法を示し，コンクリートの常温圧縮強度が 24～

42N/mm2で高さ径比が 12.5～23.8 の RC 長柱の既往の実験結果 1-17)~1-19)を用いて評価方法

の妥当性を検証している。この評価方法は，断面内部の温度分布と非弾性域の曲げ剛性を

考慮している。非弾性剛性は応力度にのみ依存するメカニカルなひずみ，自由熱膨張ひず

み，過渡ひずみ，クリープひずみを考慮することで導き，既往の実験結果を良い精度で評

価しているが，評価に用いる材料モデルには材料試験結果ではなくユーロコードによる値

1-9)を用いており，評価方法の妥当性に関しては検討の余地が有る。 

 

1.3.2 初期不整 

鋼構造における圧縮部材については，元たわみに加え，避けられない荷重の偏心や製造

の過程で溶接や圧延等によって生じる残留応力といった理想状態と異なる初期不整による

強度低下を考慮し，常温時には部材の細長比に応じて基準強度を低減し許容圧縮応力度を

定め 1-20)，火災時には細長比に加えて高温時における降伏応力度の低下を考慮し座屈温度を

定めている 1-21)。 

一方で RC 部材に関しては，日本建築学会による建築工事標準仕様書 1-22),1-23)の中で個々

の部材製作時の寸法精度について一般に用いられる許容差の標準値や例が示されているが，

原則は特記によるとされているため，寸法精度は設計者が構造安全性や使用性，施工性等

を考慮して定める必要がある。RC 造における圧縮部材の初期不整には製作上，施工上不可

避な元たわみと軸力の偏心があるが，これらの初期不整が RC 長柱の耐火性能に与える影響

について検討した研究報告は見られない。 

 

1.3.3 不均一加熱および偏心圧縮 

不均一加熱や偏心圧縮を受ける RC 壁や柱部材の火災時挙動に関する研究は国内外で報

告されている。 
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森田ら 1-24)は，コンクリートへのポリプロピレン短繊維混入の有無や表面局部破壊の有無

が中心圧縮軸力下で片面加熱を受ける RC 壁の崩壊時間に与える影響を載荷加熱実験で検

討し，局部破壊した RC 壁は無損傷の壁に比べ崩壊時間が早くなり，また壁厚さと主要支点

間距離の比が 1/10 程度である RC 壁が片面から加熱を受ける場合，軸剛性よりも曲げ剛性

の低下が耐火性能に影響することを述べている。 

MACLEAN ら 1-25)は，高さ中央部の片面に局所加熱を受ける RC 柱の変形挙動に与える

軸力の大きさや偏心距離の影響を解析で検討し，偏心距離が大きいほど水平変位が大きく

なることを示し，加熱面側に偏心圧縮を受ける場合には圧縮力による収縮に加熱面側の昇

温による自由熱膨張が加わるため，水平変位が小さくなると述べているが， 長の加熱時

間を 2 時間としており，荷重支持能力を喪失する時間(以下，耐火時間)に与える影響につい

ては検討していない。 

BUCHANAN ら 1-26)は，材端の力学的境界条件が中心圧縮軸力下で片面加熱を受ける RC

壁の変形挙動および崩壊時間に与える影響を解析で検討し，端部の回転剛性を大きくする

と RC 壁に生じる水平変位が小さくなるため耐火性能が向上すると述べている。 

以上のように，片面加熱および偏心軸力を受ける部材レベルの挙動を実験あるいは解析

で検討した研究は見られるが，破壊に至るまでの火災時挙動を載荷加熱実験により検討す

るとともに，その挙動を解析で評価した研究は見られない。 

 

1.3.4 骨組における挙動 

骨組における RC 柱の耐火性能を検討した既往の報告として，丹羽ら 1-27)は，火災時の爆

裂によりかぶりコンクリートが剥落した RC 柱の火災時耐力を架構の熱応力解析により検

討し，RC 柱の終局曲げモーメントと軸耐力の関係を示すと共に，梁の伸び出しにより強制

変形を受ける過程で RC 柱に生じるせん断力とせん断耐力の評価方法について述べている。 

井口ら 1-28)は，RC 柱と鉄骨梁(以下，S 梁)からなる部分架構モデルを対象に，コンクリ

ートの爆裂および梁の熱膨張による柱頭への強制水平変位が RC 柱の耐火性能に及ぼす影

響を解析により検討し，柱頭の強制水平変位が RC 柱の耐火性能を低下させる可能性がある

こと，さらに爆裂がこれを助長させる可能性があることを示している。 

いずれも部材角が生じる RC 柱の耐火性能について検討しているが，前述した実構造物に

おいて部材角以外に想定される元たわみや片面加熱，偏心圧縮が耐火性能に与える影響に

ついて検討した報告はみられない。また，これら RC 柱の高さ径比は約 3.6～5.3 を対象と

しており，高さ径比がより大きな RC 長柱は曲げ剛性が小さいため軸力による付加曲げモー

メントにより曲げ変形が進行することで耐火性能が低下する恐れがあるが，RC 長柱を対象

として検討した報告もみられない。 
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1.4 研究の新規性 

 これまでに述べた通り，RC 長柱は火災時に部材表層の熱劣化により曲げ剛性が大幅に低

下することから，早期に座屈する懸念がある。既往の耐火設計法として 1.2 節に示した耐火

性能検証法とユーロコードによる簡易計算法ではコンクリート強度の有効範囲をそれぞれ

60N/mm2 以下と 50N/mm2 以下に制限しており，さらに高強度のコンクリートは設計法の

有効範囲から逸脱する。1.3 節に示した RC 長柱の火災時挙動に関する既往の実験報告にお

いてもコンクリートの常温圧縮強度は約 24～43N/mm2を対象としている。高さ径比が大き

な RC 長柱は曲げ剛性が小さく軸力による付加曲げモーメントにより曲げ変形が進行する

ことで耐火性能が低下する恐れがあるが，高強度コンクリートは高温時における圧縮強度

の低下や過渡ひずみによる収縮が普通強度コンクリートと比べて大きいため，RC 長柱に高

強度コンクリートを用いることで耐火性能が大きく低下する可能性がある。そこで本研究

では，常温圧縮強度約 120N/mm2の高強度コンクリートを用いた RC 長柱を対象とし，火

災時挙動を把握する。本論文で扱うコンクリート強度は既往の設計法や研究で検討されて

いないことから新規性があり，得られた知見は RC 長柱の耐火性能設計方法の確立のために

資することが可能と考えられる。 

また，コンクリート強度によらず，火災時における RC 長柱の中心圧縮軸力下における基

本的な座屈耐力の評価およびその評価法の実験による検証は行われていない。さらに，通

直な圧縮部材は中心圧縮軸力下では座屈することはないが，製作上・施工上不可避な元た

わみや軸力の偏心といった初期不整，直交梁の偏心接合による軸力の偏心，火災時に火災

発生区画内外における不均一加熱，梁の熱膨張による強制部材角が RC 長柱に生じると，

RC 長柱には曲げ変形により水平変位が生じるため座屈する可能性がある。火災時には RC

長柱と接合する周辺架構の接合方法・剛性が変化することで RC 長柱の座屈長さが変化する

と考えられるが，これらの実構造物において想定される各種条件が RC 長柱の火災時挙動に

与える影響も十分に検討されていない。本研究では前述した通り常温圧縮強度約

120N/mm2 の高強度コンクリートを用いた RC 長柱を対象として，これらの各種条件が耐

火性能に与える影響を検討するが，異なるコンクリート強度を用いた RC 長柱の耐火性能に

ついても今後検討する必要があると考えられる。 
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1.5 研究の目的 

本研究は，RC 長柱の実構造物における荷重支持能力や変形挙動，破壊性状を明らかにす

るため，圧縮強度約 120N/mm2の高強度コンクリートを用いた RC 長柱を対象に，中心圧

縮軸力下における基本的な座屈挙動，元たわみ，片面加熱および軸力の偏心が RC 長柱の耐

火性能に与える影響を部材レベルの実験・解析により検討する。その後，部材レベルで検

討した元たわみ，片面加熱および軸力の偏心に加えて，梁の熱膨張による強制部材角，座

屈長さを変数として組み合わせた複数の骨組に対して熱応力解析を行い，これらが RC 長柱

の耐火性能に与える影響を検討する。実構造物で想定される様々な条件が RC 長柱の耐火性

能に与える影響の程度を明らかにし，構造設計時に留意すべき条件を示すことを目的とす

る。 

 

1.6 本論文の構成 

本論文は，以下に述べる全 6 章から構成されている。 

 

第 1 章 序論 

第 2 章 中心圧縮を受ける細径鉄筋コンクリート造柱の火災時座屈耐力 

第 3 章 元たわみを有する細径鉄筋コンクリート造柱の火災時挙動 

第 4 章 片面加熱および偏心圧縮を受ける細径鉄筋コンクリート造柱の火災時挙動 

第 5 章 平面骨組における細径鉄筋コンクリート造柱の火災時挙動 

第 6 章 結論 

 

 本研究を遂行するにあたり，RC 長柱の部材レベルの検討を行うことで RC 長柱の基本的

な火災時の挙動を把握し，その次のステップとして骨組レベルの検討を行うことで実構造

物において想定される様々な条件が RC 長柱の耐火性能に与える影響を把握する。この部材

レベルの検討は第 2 章から第 4 章で，骨組レベルの検討は第 5 章で扱うこととし，段階的

に検討を進める。また，第 2 章と第 4 章で実施する部材レベルの実験結果を解析で評価す

ることにより解析手法の妥当性を検証し，同手法を用いて骨組レベルの検討を行うことか

ら，本論文では一貫した解析手法による検討を行っている。以下に各章の概要を述べる。 

 

第 1 章では，本研究の背景を述べ，既往の研究を整理し，本研究の目的を示す。 

第 2 章では，RC 長柱の中心圧縮載荷加熱実験を実施し，火災時における荷重支持能力，

変形挙動および破壊性状を明らかにする。さらに，火災時の断面内部の温度勾配および非

弾性域の曲げ剛性を共に考慮した接線係数理論に基づく座屈耐力の評価方法を提案し，そ

の妥当性を検証するとともに，同評価方法を用いて過渡ひずみの発生量および主筋の強度

が RC 長柱の座屈耐力に与える影響を検討する。 

第 3 章では，正弦形半波の元たわみの大きさの違いが RC 長柱の荷重支持能力，変形挙



10 
 

動および破壊性状に与える影響を熱応力解析により把握する。また，元たわみに伴い RC 長

柱に生じる火災時の曲げ変形が Shanley の理論に基づく曲げ剛性に与える影響を明らかに

するとともに，断面の曲げ耐力を算定し塑性ヒンジの発生位置と数を検討することで RC 長

柱の破壊モードを明らかにする。さらに，過渡ひずみの発生量，曲げ変形が生じる方向(断

面の対面方向・対角方向)および材端の力学的境界条件が元たわみを有する RC 長柱の耐火

性能に与える影響について考察する。 

 第 4 章では，片面加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の載荷加熱実験を実施し，火災

時における荷重支持能力，変形挙動および破壊性状を明らかにする。さらに，この実験結

果を熱応力解析により評価し，解析手法の妥当性を検証する。 

第 5 章では，RC 長柱を有する平面骨組を対象とし，梁の熱膨張により生じる部材角の大

きさ，軸力の偏心量，元たわみの有無，片面加熱の有無，座屈長さを変数として組み合わ

せた複数の骨組に対して熱応力解析を行い，平面骨組における RC 長柱の荷重支持能力や変

形挙動，破壊性状を明らかにする。さらに，これらが RC 長柱の耐火性能に与える影響の程

度を明らかにすることで，構造設計時に留意すべき条件を把握する。 

第 6 章では，各章で得られた結論を総括して述べ，今後の課題を示す。 
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2.1 はじめに 

本章では，RC 長柱の中心圧縮載荷加熱実験を実施し，火災時における荷重支持能力およ

び破壊性状を明らかにする。さらに，火災時の断面内部の温度勾配および非弾性域の曲げ

剛性を共に考慮した接線係数理論に基づく座屈耐力の評価方法を提案し，実験結果と比較

することでその妥当性について検討するとともに，同評価方法を用いて過渡ひずみの発生

量および主筋の強度が，RC 長柱の座屈耐力に与える影響を検討する。 

 

2.2 実験検討 

 

2.2.1 実験概要 

 

2.2.1.1 試験体 

試験体一覧を表 2- 1 に，試験体の形状および寸法を図 2- 1 に示す。試験体は計 6 体であ

り，その内訳は，常温における載荷実験用の試験体が 1 体，加熱実験用の試験体が 1 体，

載荷加熱実験用の試験体が 4 体である。断面は一辺が 250mm の正方形断面で全試験体共

通とし，コンクリートは全て横打ちとした。 

載荷実験は，常温の中心圧縮軸力下における破壊荷重および破壊性状を把握するため実

施した。試験体の高さは 5000mm であり，高さ径比は 20.0 である。試験体高さ方向の計 5

断面にひずみゲージを設置した。載荷加熱実験は，試験体の断面中心に作用する軸力およ

び試験体の高さ径比が荷重支持能力および破壊性状に与える影響を把握するため実施した。

軸力比は 0.15，0.20，0.33 の 3 水準，高さ径比は 20.0，14.3 の 2 水準である。載荷加熱実

験を行う試験体については熱電対による断面欠損を避けるため，熱電対を設置していない。

断面内部の温度分布を把握するために，高さ 900mm の温度測定用の試験体を製作し，試験

体高さ方向中央の断面に径 1.6mm の K 型シース熱電対を設置して加熱実験に供した。 

 

表 2- 1 試験体一覧 

 

断面形状

・寸法D
高さ

H

[mm] [mm]

H/D20-RT 5000 20.0 漸増載荷*2
載荷実験

H/D4-H 900 3.6 無載荷 加熱実験
H/D20-0.15 5000 20.0 0.15
H/D20-0.20 5000 20.0 0.20
H/D20-0.33 5000 20.0 0.33
H/D14-0.20 3570 14.3 0.20

*2：常温で破壊に至るまで軸力を漸増載荷する

実験方法

載荷加熱

実験

□250

*1：N…軸力, A…断面積, σB…コア供試体の圧縮強度(表2-3参照)

試験体

名称

高さ/ 小径
H/D

(高さ径比)

軸力比*1

N/(A・σB)
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図 2- 1 試験体の形状および寸法 
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2.2.1.2 使用材料 

試験体に打設したコンクリートの使用材料および調合を表 2- 2 に，実験時のコンクリー

トの材料試験結果を表 2- 3 に，鉄筋の材料試験結果を表 2- 4 に示す。表 2- 3 と表 2- 4 に示

した材料試験結果は，各供試体 3 個の平均値である。ポリプロピレン繊維は，加熱実験お

よび載荷加熱実験時の爆裂を防止するために混入した。実験時のコンクリートの含水率は

5.4%であり，材齢は 3～4 ヶ月である。 

 

表 2- 2 コンクリートの使用材料および調合 

 

 

 

表 2- 3 コンクリートの材料試験結果 

 
 

表 2- 4 鉄筋の材料試験結果 

 

  

結合材B 普通ポルトランドセメント：スラグせっこう系

混和材：シリカフューム＝7：2：1(密度2.99g/cm3)

細骨材S1 君津産山砂(表乾密度2.61g/cm3)

細骨材S2 大月産砕砂(表乾密度2.62g/cm3)

粗骨材G 大月産砕石(安山岩， 大寸法20mm，

表乾密度2.62g/cm3)

混和剤SP ポリカルボン酸エーテル系高性能減水剤

有機繊維
PP

ポリプロピレン繊維
(径0.048mm，長さ20mm，密度0.91g/cm3)

W B S1 S2 G

[%] [%]

22.5 2.0 150 667 335 337 918 11.2 1.5

W/B 空気量
単位量 SP量 PP量

[kg/m3] [kg/m3]

圧縮強度σB ヤング係数Ec ポアソン比ν

[N/mm2] [×104 N/mm2] [ - ]

現場封緘養生供試体 127 4.23 0.21

コア供試体*2 126 - -

供試体種類*1

*1：供試体形状は直径100mm×高さ200mmのシリンダー
*2：同一断面模擬部材から採取

降伏点 ヤング係数 引張強さ 破断伸び

[N/mm
2
] [×10

5
 N/mm

2
] [N/mm

2
] [%]

D19(SD490) 589 1.97 790 14.5
D6(SD295A) 385 1.99 570 14.6

鉄筋種別
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2.2.1.3 実験方法 

各実験のセットアップを図 2- 2 に示す。実験方法の詳細は付録 2 に示したが，概要を以

下に述べる。 

載荷実験は，試験体の柱頭に回転半径 230mm，柱脚に回転半径 300mm の球座を設置し，

常温で中心圧縮軸力を与え，試験体が破壊に至るまで軸力を漸増載荷した。実験時は主筋

および試験体表面のひずみ，柱頭柱脚に設置した球座の鉛直方向変位を計測した。各球座

の鉛直方向変位は，試験体の断面中心から 400mm の位置を計 4 点計測しており，柱頭お

よび柱脚の回転性状を把握できる。試験体の軸方向の縮み量は，柱頭および柱脚の平均鉛

直変位を差し引くことで算出する。 

加熱実験は，試験体の上下端部に断熱材を設置し，試験体高さ 900mm に対して加熱区間

を 700mm として，無載荷で実施した。加熱は ISO834 に記載されている標準加熱温度曲線

に従い，240 分間実施した。実験時は炉内温度および試験体内部温度を計測した。 

載荷加熱実験は，載荷実験と同様に試験体の柱頭柱脚に球座を設置し，常温で断面中心

に所定の圧縮軸力を与え，ISO834 に記載されている標準加熱温度曲線に従い，試験体が荷

重支持能力を喪失するまで加熱を実施した。各試験体に導入した所定の軸力比は，表 2- 3

に示したコア供試体の材料試験結果を用いて算出した。図 2- 2(c)は試験体の高さが

5000mm の場合を示したが，試験体の高さが 3570mm の場合は，柱脚に設置する球座の下

部に高さ 1000mm の鋼製スタブを設置した。加熱区間は，試験体高さ 5000mm の試験体

が 3600mm，高さ 3570mm の試験体が 2600mm である。実験時は炉内温度および試験体

柱頭の鉛直変位を計測した。座屈発生時の柱頭の回転を緻密に計測することを意図し，柱

頭の球座四隅の鉛直方向変位をサンプリング周波数 10Hz で計測した。 
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        炉の寸法は(c)と同じ(炉上部は図示を省略) 

(a) 加熱実験 

 

 
(b) 載荷実験       (c) 載荷加熱実験(試験体高さ 5000mm) 

[単位：mm] 

図 2- 2 各実験のセットアップ 
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2.2.2 実験結果および検討 

 

2.2.2.1 載荷実験 

軸力と試験体の軸変位の関係を図 2- 3 に示す。実験は軸力を約 2.3 MN まで載荷後，約

1MN まで除荷し，その後試験体が破壊に至るまで漸増載荷した。図 2- 3 中の初期剛性およ

び断面耐力は表 2- 3 に示した現場封緘養生供試体の材料試験結果を用いて算出し，座屈荷

重は表 2- 3 および表 2- 4 の材料試験結果に示したヤング係数を用いて，主筋の曲げ剛性を

考慮し式(2-1)により算出したオイラー座屈荷重である。 

 

   (2-1) 

 Pcr：座屈荷重，Ec：コンクリートのヤング係数， 

Ic：コンクリートの断面二次モーメント，Es：主筋のヤング係数， 

Is：主筋の断面二次モーメント，lk：座屈長さ 

 

 
図 2- 3 軸力と軸変位の関係(載荷実験) 

 

座屈長さは，材端の力学的境界条件を柱頭柱脚ともにピン(以下，両端ピン)の場合は試験体

全長，材端の力学的境界条件を柱頭柱脚ともに固定(以下，両端固定)の場合はその 1/2 とし

た。試験体の各種耐力の計算値の大小関係は，両端ピンの座屈荷重＜断面耐力＜両端固定

の座屈荷重であった。実験では，試験体の軸剛性は荷重の増加とともに徐々に低下し，軸

力が両端ピンの座屈荷重の計算値を超え，試験体角部のコンクリートが一部剥離した直後，

軸力が 7.0MN で破壊に至った。 
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大荷重時の試験体高さ方向のひずみ分布を図 2- 4 に示す。ひずみは初期不整の影響で

ややばらつきはあるが概ね均等な値を示しているため，概ね断面中心に圧縮軸力を導入で

きており，試験体に発生した曲げは小さいと考えられる。 大荷重時，コンクリートの表

面ひずみは図中 W の一部が圧縮強度時の応力ひずみに達し，主筋のひずみは SE の一部を

除き全て降伏ひずみに達していた。破壊直前に剥離したコンクリートは試験体の SW 方向

であり，主筋およびコンクリート表面のひずみが相対的に大きい箇所であることから，コ

ンクリートが圧縮強度時の応力ひずみに達して剥離し，その後破壊に至ったと考えられる。 

 

   

コンクリート表面ひずみ        主筋ひずみ 

図 2- 4 大荷重時のひずみ分布(載荷実験) 
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柱頭と柱脚の球座の回転性状を図 2- 5に示す。各球座には変位計を 4か所設置しており，

図中の変位は各変位計の計測値から 4 か所の平均変位を差し引いた，当該球座中心からの

回転変位を表している。球座は試験体破壊時においてもほとんど回転していない。また写

真 2- 1 に示すように，実験後の試験体は「く」の字に折れ曲がっていなかったことから，

試験体は座屈ではなく，断面耐力により圧縮破壊したと考えられる。 

 

     
柱頭の回転変位          柱脚の回転変位 

図 2- 5 柱頭と柱脚の球座の回転性状(載荷実験) 

 

 ここで，柱頭と柱脚に設置した球座の力学的境界条件について検討する。球座面の接線

方向の 大静止摩擦力と球座の回転半径の積として算出できるモーメント(以下， 大静止

摩擦モーメント)を超える曲げモーメントが球座に発生すると，当該球座は球座面の動摩擦

力に応じた曲げモーメントを維持した状態で回転する。本載荷実験においては球座の摩擦

抵抗，すなわち材端の回転拘束が大きく座屈耐力が断面耐力を上回り，前述したように初

期不整により発生した曲げは小さく材端の球座もほとんど回転していなかったことから，

柱に曲げ変形はほとんど生じなかった。結果として，材端の球座に 大静止摩擦モーメン

トを超える曲げモーメントは生じず，破壊に至るまで材端の力学的境界条件は両端固定で

あったと考えられる。 
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2.2.2.2 加熱実験 

試験体温度の経時変化および実験後の試験体の状況を図 2- 6 に示す。コンクリートの温

度は 2 面加熱を受ける角部(T-0’,T-15’)が面中央(T-0,T-15)に比べ高くなり，断面中央(T-125)

は加熱 240 分で約 600℃に達した。主筋(T-m)とフープ筋(T-s)の温度は概ね同じ結果となり，

加熱 240 分で約 900℃に達した。また，試験体に爆裂は発生しなかったが，実験後の試験

体には材軸方向にひび割れが発生していた。実験中に試験体を目視で確認できなかったこ

とから，ひび割れの発生時期は不明である。 

 

    
図 2- 6 試験体温度の経時変化および実験後の状況(加熱実験) 

 

2.2.2.3 載荷加熱実験 

 柱頭鉛直変位の経時変化を図 2- 7 に示す。なお柱頭鉛直変位は，計 4 点計測した柱頭球

座の鉛直変位の平均値を示している。全試験体共通して爆裂は発生せず，加熱開始直後に

材軸方向に膨張し，以降収縮に転じて荷重支持能力を喪失した。耐火時間は H/D20-0.15 が

220 分，H/D20-0.20 が 192 分，H/D20-0.33 が 142 分，H/D14-0.20 が 194 分であった。

高さ径比が同じ試験体(H/D20-0.15，H/D20-0.20，H/D20-0.33)は軸力が大きいほど耐火時

間は短くなり，高さ径比が異なり同一軸力の試験体(H/D20-0.20，H/D14-0.20)の耐火時間

は概ね一致した。 

柱頭の球座の回転性状を図 2- 8 に示す。変位は図 2- 5 と同様に当該球座中心からの回転

変位を表した。H/D20-0.15 と H/D20-0.20 は耐火時間の約 2 分前に球座が回転し始め，

H/D20-0.15 は概ね NW-SE 軸周りに，H/D20-0.20 は概ね E-W 軸周りに球座が回転し，球

座が回転している間も試験体は荷重支持能力を有していた。H/D20-0.33 と H/D14-0.20 は

耐火時間に至るまで球座は回転しなかった。 
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図 2- 7 柱頭鉛直変位の経時変化(載荷加熱実験) 

 

 

 
(a) H/D20-0.15              (b) H/D20-0.20 

 
(c) H/D20-0.33              (d) H/D14-0.20 

図 2- 8 柱頭の球座の回転性状(載荷加熱実験) 
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実験後の試験体の状況を写真 2- 1 に示す。耐火時間の約 2 分前に球座が回転を始めた

H/D20-0.15 と H/D20-0.20 は「く」の字に折れ曲がっており，その他の試験体は折れ曲が

っていない。前述した通り球座の力学的境界条件は，球座に所定のモーメントが発生する

までは固定であると考えられる。H/D20-0.15 と H/D20-0.20 は，図 2- 9(ⅰ)に示すように，

試験体が座屈変形を始めると偏心圧縮状態となり球座に生じる曲げモーメントが増加し，

この曲げモーメントが 大静止摩擦モーメントを超えたときに，図 2- 9 (ⅱ)のように球座の

回転が始まったと考えられる。以上のことから，試験体の破壊形式は，H/D20-0.15 と

H/D20-0.20 が座屈，H/D20-0.33 と H/D14-0.20 は断面耐力による圧縮破壊であると考えら

れる。 

 

     

H/D20-RT    H/D20-0.15    H/D20-0.20    H/D20-0.33   H/D14-0.20 

(S 側)        (W 側)         (W 側)        (N 側)        (N 側) 

写真 2- 1 実験後の試験体の状況  
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図 2- 9 載荷加熱実験における試験体の座屈挙動 

 

ここで，球座回転発生後の試験体の荷重支持能力について検討する。前述した通り

H/D20-0.15 と H/D20-0.20 は座屈変形および球座の回転が発生してから破壊に至るまでの

約 2 分間，試験体は荷重支持能力を有していた。二重係数理論や Shanley の理論 2-1)による

と，非弾性域にある圧縮材の座屈荷重は接線係数理論に基づき評価した座屈荷重(以下，接

線係数荷重)を超える。これは，軸力が接線係数荷重に達し座屈に伴う曲げ変形が発生する

と，断面の一部は除荷され弾性になり，断面全体の曲げ剛性が増加し，座屈耐力が上昇す

るためである。本実験のような異種材料により構成される複合部材で，断面内部に温度勾

配を有する場合であっても，座屈に伴う曲げ変形により断面内部に除荷される領域が存在

すれば，曲げ剛性は除荷剛性を用いた値となり，座屈耐力は上昇する。H/D20-0.15 と

H/D20-0.20 についても非弾性域にあったため同様のことが発生し，座屈変形が発生した瞬

間に破壊せず，座屈変形開始後徐々に変形が進み，球座の回転が発生してから約 2 分間載

荷荷重を支持したと考えられる。 

次に，試験体の座屈長さについて検討する。試験体には載荷加熱実験において図 2- 2 に

示すように炉外の非加熱区間が存在し，試験体は高さ方向で曲げ剛性が非一様の変断面圧

縮部材となる。鋼構造座屈設計指針 2-2)では，変断面圧縮部材の座屈長さを座屈長さ係数γ

により評価している。式(2-1)で示したオイラー座屈荷重式の左辺を変断面座屈耐力，右辺

分子を加熱区間の曲げ剛性，分母をγ・lk (以下，等価座屈長さ)とすると等価座屈長さは，

加熱前は試験体全長×1/2 であるが，加熱中は加熱区間の方が非加熱区間よりも曲げ剛性が

低下するため試験体全長×1/2 よりも短くなる可能性がある。この等価座屈長さを定量的に

評価するには高さ方向の曲げ剛性を次節で述べる解析手法により把握する必要があるが，

非加熱区間の温度を実験で計測していないことから，加熱中の等価座屈長さは不明である。 

前述した「約 2 分間」には，座屈に伴う曲げ変形による座屈耐力の上昇，加熱中の等価

座屈長さの変化，さらに球座の回転による材端回転剛性の変化といった複合的な要因が含

まれると考えられる。  

球座

球座

試験体

(ⅰ)接線係数理論値が導入軸力
　　まで低下し，試験体に曲げ
　　変形が発生。この時点では
　　球座に発生するモーメント
　　は小さいため，球座は回転
　　しない。

(ⅱ)試験体の曲げ変形進展に伴
　　い，球座に発生するモーメ
　　ントが所定の値を超え，球
　　座が回転し始める。

(ⅲ)試験体の曲げ変形および球
　　座の回転が進展。試験体が
　　座屈破壊。(ⅰ)　 　(ⅱ)　 　(ⅲ)

軸力 座屈による変形前の試験体
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2.3 解析検討 

 

2.3.1 解析概要 

本項では，解析に用いる断面モデルや材料の各種高温物性値について述べる。また解析

は，熱伝導解析により得られた各要素温度の時刻歴結果を用いた熱応力解析を行う。この

一方向の連成解析に関して，熱伝導解析は汎用 FEM プログラム ABAQUS により 2 次元ソ

リッド要素を用い，熱応力解析は文献 2-3)に示されている FEM 熱応力解析手法によりファ

イバーモデルを用いて行うこととした。本熱応力解析においては，中心圧縮軸力下におけ

る座屈荷重を接線係数理論に基づいて評価することを目的としているため，幾何学的非線

形効果を考慮した柱部材の座屈解析は実施していない。 

 

2.3.1.1 火災時座屈耐力の評価方法 

火災時座屈耐力の評価方法については文献 2-4)による手法を用いた。本評価方法は，RC

柱のように火災時に断面内部に温度勾配を有する部材の曲げ剛性，すなわち座屈耐力を接

線係数理論に基づき評価するものである。本解析で考慮するひずみとしては，コンクリー

トと主筋の応力にのみ依存するメカニカルなひずみ(以下，応力ひずみ)εσおよび自由熱膨

張ひずみεth，さらに圧縮応力下で温度上昇に伴いコンクリートに生じる収縮ひずみである

過渡ひずみεtrである。これらの和を全体ひずみεtotとし，全体ひずみの平面保持を仮定し

た熱応力解析を，RC 柱の高さ方向を 1 要素とした解析モデルに対して実施する。本解析で

はこの 1 要素の高さを 100mm としたが，中心圧縮軸力下における解析であるため，この

要素の高さが解析結果に影響を与えることは無い。解析結果から断面内の要素 i の応力度－

応力ひずみ関係における接線勾配 Et,iを抽出し，断面二次モーメント Iiを乗じて断面全体で

積分することで，式(2-2)により部材の曲げ剛性 Et・I を評価し，座屈耐力を得る。 

 

   (2-2) 
 Et,i (T,εσ)：要素 i の温度 T, 応力ひずみεσにおける応力度－応力ひずみ関係の接線 

勾配，y：要素 i の図心軸からの距離，dA：要素 i の断面積 

 

2.3.1.2 断面モデル 

断面モデルを図 2- 10 に示す。解析は実験結果と比較して本評価方法の妥当性を検証する

ため，断面モデルは 2.2 節で示した試験体の断面を想定することとした。断面モデルは 1

辺が 250mm の正方形断面を 196 要素に分割した。主筋は要素の断面積が D19 の鉄筋と概

ね一致するように 1 辺が 16.9mm の正方形断面として，断面モデルの表面から要素中心ま

での距離が 2.2 節で示した試験体と概ね一致するようモデル化を行った。 

 

Et・I = ∫A Et,i (T,εσ) y2dA



27 
 

 

図 2- 10 断面モデル 

 

2.3.1.3 コンクリートの高温物性値 

コンクリートは昇温過程において載荷を行い材軸方向の熱膨張を拘束した場合，無載荷

に比べ圧縮強度やヤング係数が増大し，圧縮強度時の応力ひずみが小さくなることが知ら

れている 2-5)，2-6)。熱応力解析に使用する高温時におけるコンクリートの応力度－応力ひず

み関係をモデル化するにあたり，昇温過程における圧縮軸力による拘束効果の影響を考慮

する。この拘束効果が解析結果に影響を与える可能性があることから，拘束効果の有無を

パラメータとして応力度－応力ひずみ関係のモデルを定め，解析を実施することとした。 

高温時におけるコンクリートの応力度－応力ひずみ関係を図 2- 11 に示す。2.2 節で示し

た調合の応力度－応力ひずみ関係は常温時のみのデータを有しているため，200℃以上の応

力度－応力ひずみ関係には調合は若干異なるが，既報の実験データを使用することとした。

図2- 11 (a)は圧縮軸力による拘束効果が無い場合の応力度－応力ひずみ関係であり， 200℃

以上は文献 2-7)で実施した W/B=22.5%の調合の高温圧縮実験結果である。実験方法の詳細

は付録 2 に示した。昇温過程において試験体と載荷治具との芯ずれを防ぐために 2N/mm2

の圧縮軸力を試験体に与えているが，微小荷重であることから圧縮軸力は 0 と見做してい

る。また図 2- 11 (b)は拘束効果を考慮した応力度－応力ひずみ関係であり，200℃以上は文

献 2-6)と同様の調合および方法で，昇温過程における圧縮軸力として軸力比 0.2 を導入した

高温圧縮実験結果である。火災時における RC 柱の断面内部コンクリートの応力状態はこの

ような一定圧縮応力下ではなく熱応力の影響で時々刻々と変化し，さらに材軸方向のみで

はなく多軸の複雑な応力状態にあると考えられる。この温度および応力履歴を要素実験で

再現することは困難であることから，拘束効果を考慮した応力度－応力ひずみ関係として

は，載荷加熱実験を行った試験体の平均的な軸力である軸力比 0.2 の一定圧縮軸力下の要素

実験データを用いることとした。なお，昇温過程で軸力比 0.2 を導入した場合，800℃の高

温圧縮強度を把握する試験体は加熱中に圧縮破壊したため，追加で 700℃の高温圧縮実験を

行った。 

48.3(16.1×3要素)

39.8(19.9×2要素)

16
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20

250

25
0

主筋

コンクリート
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(a)昇温過程における    (b)昇温過程における 

導入軸力比 0.0        導入軸力比 0.2 

図 2- 11 高温時のコンクリートの応力度と応力ひずみの関係 

 

使用材料および調合の比較を表 2- 5 に示す。文献 2-6)と 2-7)の調合はともに 2.2 節で示

した調合と異なるが，常温時の応力度－応力ひずみ関係の形状は図 2- 11 に示したように酷

似しており，また高温物性値に与える影響が特に大きいとされる水結合材比やセメント，

粗骨材の種類や量に大きな差はないことから，本節では図 2- 11 の応力度－応力ひずみ関係

を用いて熱応力解析を実施し，実験結果と比較することとした。 
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表 2- 5 使用材料および調合の比較 

(a)文献 2-7)の使用材料 

 
(b)文献 2-6)の使用材料 

 

(c)2.2 節と文献 2-6), 2-7)の調合比較 

 

 

図 2- 11 の(a)と(b)を比較すると，既往の研究報告と同様に，昇温過程において圧縮軸力

を導入することで圧縮強度およびヤング係数は増大し，圧縮強度時の応力ひずみは小さく

なった。図 2- 11 中の解析モデルは，Popovics による提案式 2-8)である式(2-3)を用いて，圧

縮強度および圧縮強度時の応力ひずみに加え，応力度－応力ひずみ関係の形状を調整でき

る係数(以下，形状係数)nTを温度に依存させることとした。 

 

    (2-3) 

   σ：応力度，εσ：応力ひずみ，σT：温度 T における圧縮強度， 

εT：温度 T における圧縮強度時の応力ひずみ，nT：温度 T における形状係数 

 

また，熱応力解析結果から各要素の応力度－応力ひずみ関係における接線勾配を抽出す

るにあたり，当該要素に生じた応力ひずみが圧縮強度時の応力ひずみを超えて軟化域に達

した場合，接線勾配は負の値となる。負の接線勾配は，算定上は曲げ剛性を低下させるが，

軟化域に達したコンクリートが部材の曲げ剛性を低下させる働きはしないと考えたため，

曲げ剛性算定時において負の接線勾配は 0 として扱うこととした。 

解析ケース一覧を表 2- 6 に，解析に用いたコンクリートの各種高温物性値を図 2- 12 に

示す。解析ケースは計 3 ケースであり，高温時の応力度－応力ひずみ関係のみが異なる。

細骨材S2 大月産砕砂(表乾密度2.66g/cm3)

粗骨材G 大月産砕石(安山岩， 大寸法15mm，

表乾密度2.62g/cm3)

混和剤SP ポリカルボン酸エーテル系高性能AE減水剤

※記載無き使用材料は，表2-2と同じ

有機繊維
PP

ポリプロピレン繊維
(径0.030mm，長さ10mm，密度0.91g/cm3)

※記載無き使用材料は，表2-2と同じ

W B S1 S2 G

[%] [%]

本論2.2節 22.5 2.0 150 667 335 337 918 11.2 1.5

文献2-7) 22.5 2.0 150 667 335 342 918 16.7 1.5

文献2-6) 23.0 2.0 155 674 658 - 912 18.9 1.5

調合
W/B 空気量

単位量 SP量 PP量

[kg/m3] [kg/m3]

σ = σT
εσ
εT

nT

nT -1+(εσ/εT )
nT



30 
 

CASE①は昇温中に軸力を導入しない場合の応力度－応力ひずみ関係であり，CASE②と③

は昇温中に軸力を導入した場合の応力度－応力ひずみ関係である。それぞれ，実験で得た

応力度－応力ひずみ関係の 高温度は 800℃と 700℃である。文献 2-9)によると，コンクリ

ートは 1200℃以上で溶融する。また前述した通り，軸力比 0.2 を与えて 800℃の高温圧縮

強度を把握する試験体は加熱中に圧縮破壊したため，800℃の応力度－応力ひずみ関係は得

られていない。よって，圧縮強度とヤング係数は，解析の収束性に配慮し CASE①と②で

は 1200℃で常温時の 1%に，CASE③では 800℃以上で常温時の 1%になると仮定した。こ

の図 2- 12 (a),(c),(d)に示す値を式(2-3)に代入することで応力度－応力ひずみ関係を得るこ

とができる。また，図 2- 12 (b)は高温時のヤング係数であり，熱応力解析結果から接線勾

配を抽出する際，要素に除荷が生じた場合に使用している。CASE②と③のヤング係数は，

実験で得られた応力度－応力ひずみ関係における圧縮強度×1/3 と軸力の漸増載荷を開始

する軸力比 0.2 の 2 点を結ぶ割線剛性である。図 2- 12 (d)は式(2-3)に用いる形状係数 nTで

あり，その数値一覧を表 2- 7 に示す。図 2- 12 (e),(f)は文献 2-7)で実施した W/B=22.5%の

調合の実験結果であり，解析には CASE①～③共通して図中の破線で示した解析モデルを

用いることとした。コンクリートの過渡ひずみは Anderberg らによって式(2-4)で定義され

2-10)，本解析モデルでは図 2- 12 (f)に示すように K =16.3 を用いることとした。 

 

     (2-4) 

dεtr：過渡ひずみの増分量，K：過渡ひずみ発生量を表す係数， 

σ：応力度，σB：常温圧縮強度，dεth：自由熱膨張ひずみの増分量 

 

表 2- 6 解析ケース一覧 

 

  

dεtr = K
σ
σB

(- dεth)

解析ケース
コンクリートの

σ－εσ関係

仮定した高温時の

圧縮強度とヤング係数

CASE① 図2-11(a) 800→1200℃で常温時の1%に低下

CASE② 700→1200℃で常温時の1%に低下
CASE③ 700→800℃で常温時の1%に低下

図2-11(b)
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(a) 圧縮強度                   (b) ヤング係数 

  

(c) 圧縮強度時の応力ひずみ            (d) 形状係数 nT 

  

(e) 自由熱膨張ひずみ       (f) 応力比あたりの過渡ひずみ 

図 2- 12 高温時におけるコンクリートの各種物性値 

 

表 2- 7 形状係数 nT一覧 

 

昇温過程における軸力比：●軸力比0.0，◇軸力比0.2
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※表中 ( ) は，高温圧縮実験結果を得ていない箇所を示す

8.93
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2.3.1.4 主筋の高温物性値 

 主筋の応力度－応力ひずみ関係を図 2- 13 に示す。熱応力解析には式(2-5)で示される図

2- 13 (a)に示した SD490 の実線のモデルを用いた。 

 

      (2-5) 
 εσ：応力ひずみ，εe：弾性ひずみ，εp：塑性ひずみ， 

σ：応力度，ET：温度 T におけるヤング係数 

σk, k：温度 T における塑性ひずみを定める係数 

 

式(2-5)のヤング係数 ETおよび塑性ひずみを定める定数である σkと k は，既報の鉄筋の高

温引張試験結果 2-11),2-12)を用いた。実験で用いた主筋と文献 2-11),2-12)の鉄筋はロットが異

なるため降伏点および引張強度は異なるが，接線勾配に違いはほとんどないと考えられる

ため，文献 2-11),2-12)に記載の高温引張試験結果を用いることとした。また，載荷加熱実

験では主筋として SD490 を用いたが，次節で主筋を高強度鉄筋 USD685 とした場合の RC

長柱の耐火性能について検討するため，図 2- 13 には USD685 の応力度－応力ひずみ関係

も併せて示した。 

 

   
(a) SD4902-11)                (b) USD6852-12) 

図 2- 13 主筋の応力度と応力ひずみの関係  
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2.3.2 熱伝導解析結果 

熱応力解析を行うに当たり，図 2- 10 の断面モデルを構成する各要素の温度を熱伝導解析

により把握する。そこで，図 2- 10 の断面モデルを対象とした解析に先立ち，2.2 節で示し

た加熱実験結果を用いて，熱伝導解析に用いる各種物性値の妥当性を確認するための予備

解析を行った。予備解析モデルとしては，図 2- 2 の熱電対位置を正確に表すため，1 辺が

250mm の正方形を 1mm 角のメッシュに分割した断面を対象とすることとした。解析に用

いるコンクリートの熱的性質には文献 2-13)に記載の値を用いることとし，主筋は考慮せず

全てコンクリートと見做した。コンクリートの密度は 2.4×103kg/m3とし，含水率は 5.0%

として 100～120℃間で蒸発潜熱を考慮した。加熱面の熱的境界条件については，有効輻射

率を 0.82，対流熱伝達率を 23.2W/(m2・K) とした。加熱温度は実験と同様に ISO834 に記

載されている標準加熱温度曲線を用いた。 

熱伝導解析結果を図 2- 14 に示す。実験結果と解析結果の温度は加熱約 220 分までは概ね

一致しているが，以降は実験結果の温度が解析結果よりもやや高くなっている。これは図

2- 6 で示した通り，試験体の材軸方向に発生したひび割れが影響した可能性がある。前節で

示した載荷加熱実験結果によると，試験体の耐火時間は全て 220 分以下であり，本実験結

果を解析で評価する上では影響は小さいと考え，熱伝導解析には本項で示した各種物性値

を用いることとする。 

 

 

図 2- 14 試験体温度の実験結果と解析結果の比較 

 

以上から，次項に示す熱応力解析には図 2- 10 の断面モデルを対象に，本項で妥当性を確

認した各種物性値を用いた熱伝導解析結果を使用する。また，加熱 220 分以降の熱伝導解

析結果を用いた座屈耐力は参考データとして示すこととした。 
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2.3.3 熱応力解析結果 

 

2.3.3.1 軸力が曲げ剛性に与える影響 

表 2- 6 の各解析ケースにおいて，火災時における RC 柱の曲げ剛性の変化および，加熱

前に導入した軸力の違いが曲げ剛性に与える影響について検討する。 

曲げ剛性 Et・I の経時変化について，軸力比が 0.1 と 0.3 の結果を図 2- 15 に示す。図 2- 

15(a)には断面全体の曲げ剛性を，(b)には主筋が負担する曲げ剛性を示した。CASE①～③

全てにおいて，加熱開始直後に断面全体の曲げ剛性が大きく低下した。また，軸力比 0.1 で

は加熱約 45 分で，軸力比 0.3 では加熱約 25 分で主筋の降伏が生じた。軸力が大きいほど，

主筋が負担する圧縮応力が大きいため加熱開始後早期に降伏する。また，CASE①は CASE

②と③に比べ高温時の応力度－応力ひずみ関係における接線勾配が小さいことから，曲げ

剛性の低下が大きい。CASE②と③を比較すると CASE③の曲げ剛性の低下が大きい。

CASE②と③は常温～700℃までの各種物性値は同じであることから，700℃を超える部分，

すなわち加熱面に近い部材表層が曲げ剛性に与える影響が大きいと言える。 

 

 

軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(a) 断面全体 

 

軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(b) 主筋のみ 

図 2- 15 曲げ剛性の経時変化  
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2.3.3.2 破壊性状および耐火時間 

表 2- 6 の各解析ケースにおいて，火災時における RC 長柱の座屈や断面耐力による圧縮

破壊といった破壊性状および，これらの破壊が生じる耐火時間について検討する。 

 軸力比と耐火時間の関係を図 2- 16 に示す。CASE①～③について，等価座屈長さが

2500mm と 1785mm の結果を示した。これらは 2.2 節で載荷加熱実験を実施した試験体の

等価座屈長さを想定しており，試験体上下端を固定端と見做して試験体全長×1/2 とし，後

に実験結果と比較するため用いた。ただし，載荷加熱実験における試験体の等価座屈長さ

は，2.2.2.3 で述べたように試験体全長×1/2 よりも短い可能性があるため，解析結果として

示した座屈耐力は載荷加熱実験結果を過小評価している可能性がある。熱応力解析は軸力

比 0.1～0.9 を 0.1 間隔に加え，載荷加熱実験を実施した軸力比 0.15 と 0.33 を対象に実施

した。図中の断面耐力は，熱応力解析において断面耐力が低下し軸力と釣り合いを保てな

くなった時間を示した。図 2- 16のCASE②の等価座屈長さ 1785mmを除く全てにおいて，

軸力比が小さい場合に座屈耐力が断面耐力を下回り，断面耐力による圧縮破壊よりも早期

に座屈する結果となった。これは本解析において軸力比が比較的小さい場合に，断面中央

部よりも部材表層の圧縮破壊が先行するといった傾向が見られ，前述した通り部材表層は

火災時においても部材全体の曲げ剛性に占める割合が大きく，座屈耐力が大きく低下した

ためと考えられる。 

図 2- 16 には比較対象となる実験結果も示した。H/D20-RT は断面耐力により圧縮破壊し

たと考えられるため等価座屈長さ 2500mm と 1785mm の両図中に示し，載荷加熱実験結

果に関しては耐火時間を示した。図 2- 16 に示す載荷加熱実験結果としては，座屈したと考

えられる H/D20-0.15 と H/D20-0.20 に関しては試験体に曲げ変形が生じ始める時間，すな

わち接線係数理論に基づき評価した座屈耐力が試験体の保持する軸力まで低下した時間(以

下，座屈開始時間)が適切であると考えられるが，実験中に耐火炉内の試験体の曲げ変形の

計測は困難であったため，耐火時間を示すこととした。 

 本節で仮定した各種高温物性値および等価座屈長さの条件下においては，耐火時間，破

壊性状ともに実験結果と良い対応を示した解析ケースは CASE③であると考えられる。前

述した通り，CASE③は昇温過程における導入軸力比を 0.2 で一定とした材料試験の応力度

－応力ひずみ関係を適用し，700℃よりも高い温度領域の応力度－応力ひずみ関係が不明で

あるため圧縮強度とヤング係数は 800℃以上で常温時の 1%になると仮定している。よって，

コンクリートが経験する昇温過程における応力履歴が各種高温物性値に与える影響は今後

も実験データを蓄積する必要があり，その影響を精度よく把握することが本評価方法に基

づく火災時座屈耐力だけではなく，コンクリート系構造物の火災時挙動を精度よく評価す

る上で重要であると考えられる。 
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(a) CASE①(左：等価座屈長さ 2500mm，右：等価座屈長さ 1785mm) 

 

(b) CASE②(左：等価座屈長さ 2500mm，右：等価座屈長さ 1785mm) 

 

(c) CASE③(左：等価座屈長さ 2500mm，右：等価座屈長さ 1785mm) 

図 2- 16 軸力と耐火時間の関係 
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2.4 過渡ひずみおよび主筋の影響 

本節では 2.3 節で示した評価方法を用いて，火災時における RC 柱の座屈耐力に与える過

渡ひずみおよび主筋の影響について検討する。断面モデルは図 2- 10 を用い，熱伝導解析に

は 2.3.2 項で妥当性を確認した各種物性値を用いることとした。また，コンクリートの応力

度－応力ひずみ関係については等価座屈長さを試験体全長×1/2 に仮定した条件下ではあ

るが，2.3.3.2 で耐火時間，破壊性状ともに実験結果と も良い対応を示した CASE③を用

いることとした。熱応力解析は軸力比 0.1～0.9 を 0.1 間隔で実施した。 

 

2.4.1 過渡ひずみの影響 

過渡ひずみは，圧縮応力下で温度上昇に伴い生じる収縮ひずみであり，火災時における

RC 柱の圧縮ひずみの多くの割合を占める。また，その発生量は粗骨材の種類に影響を受け

ることが知られている 2-14)。過渡ひずみは自由熱膨張ひずみを打ち消す方向に発生すること

から，断面中央に比べ高温となる部材表層の圧縮応力を緩和する。軸力が比較的高い場合に

は，部材表層が圧縮破壊する前に断面中央部の破壊が先行する原因となる 2-15)など，コンク

リート断面内の応力分布，ひずみ分布，ひいては応力度とひずみの関係における接線勾配に

影響を与える可能性がある。本項では過渡ひずみを表す式(2-4)の K をパラメータとした解

析を行い，過渡ひずみの発生量が火災時の曲げ剛性および耐火時間，破壊性状に与える影響

について検討する。K は図 2- 12(f)に示した K =16.3 に加え，K =0.0 と 32.7 の計 3 ケース

を対象に解析を実施した。K =0.0 は過渡ひずみが発生しない場合，K =32.7 は図 2- 12 (f)

の概ね 2 倍の値であり，K =0.0～32.7 と幅広く設定し検討を行う。 

曲げ剛性の経時変化について，軸力比が 0.1 と 0.3 の結果を図 2- 17 に，座屈長さ 5000mm

における軸力比と耐火時間の関係を図 2- 18に示す。図 2- 17 (a)には断面全体の曲げ剛性を，

(b)には主筋が負担する曲げ剛性を示した。図 2- 17 (b)から，過渡ひずみが大きいほど主筋

が早期に降伏する傾向があった。過渡ひずみが大きいためコンクリートの収縮が大きく，

主筋の負担応力が大きくなるためである。また図 2- 18 から，断面耐力に達する耐火時間は

過渡ひずみが大きいほど短くなった。過渡ひずみが大きい場合は文献 2-15)と同様に断面中

央部の圧縮破壊が部材表層よりも先行し，軸力を支持できなくなった。座屈耐力に達する

耐火時間は，軸力比 0.2 以上では過渡ひずみの影響はほぼ見られない。軸力比 0.1 に関して

は，過渡ひずみが小さい場合の耐火時間が短くなった。この K =0.0 かつ軸力比 0.1 の耐火

時間が短い理由は，加熱初期に部材表層に発生する圧縮力が大きくなり，その後，断面中

央部のコンクリートに引張ひび割れが生じ，応力負担面積が低減したことによる曲げ剛性

の低下が影響したためである。 

 過渡ひずみの発生量をパラメータ(K =0.0～32.7)として火災時の座屈耐力に与える影響

を検討した結果，軸力比 0.2 以上ではほとんど差は無かった。軸力比 0.1 では耐火時間に約

30 分の差が生じた。過渡ひずみの発生量を K =0.0～32.7 と幅広く設定しても，耐火時間の
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差が約 30 分であったことから，座屈耐力は過渡ひずみの発生量にあまり敏感ではなく，粗

骨材の種類が変わる程度であれば座屈耐力に及ぼす影響は小さいものと考えられる。 

 

 
軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(a) 断面全体 

 
軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(b) 主筋のみ 

図 2- 17 曲げ剛性の経時変化(過渡ひずみの影響) 

 

 

図 2- 18 軸力比と耐火時間の関係(過渡ひずみの影響) 
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2.4.2 主筋の影響 

主筋は強度が異なる場合においてもヤング係数が等しいため，常温時においては主筋径

が等しければ RC 長柱の座屈荷重は等しくなる。しかし火災時においては，図 2- 15 や図

2- 17 に示したように，主筋の降伏により RC 柱部材の曲げ剛性は急激に低下する。本項で

は主筋の有無及び主筋の強度をパラメータとした解析を行い，主筋が火災時の曲げ剛性お

よび耐火時間，破壊性状に与える影響について検討する。主筋は図 2- 13 に示した SD490

と USD685 に加え，無筋の場合の計 3 ケースを対象に解析を実施した。 

曲げ剛性の経時変化について，軸力比が 0.1 と 0.3 の結果を図 2- 19 に，座屈長さ 5000mm

における軸力比と耐火時間の関係を図 2- 20に示す。図 2- 19 (a)には断面全体の曲げ剛性を，

(b)には主筋が負担する曲げ剛性を示した。図 2- 19 (b)から，主筋の強度が低いほど主筋が

早期に降伏する傾向があった。加熱中に主筋の負担応力が徐々に大きくなり降伏するため，

強度が高いほど降伏する時間を遅らせ，曲げ剛性の急激な低下を防ぐことができる。主筋降

伏後の断面全体の曲げ剛性は無筋コンクリートとほぼ同等となったが，軸力比 0.1 では加熱

92～126 分で，軸力比 0.3 では加熱 92～124 分で USD685 が一時的に弾性となり曲げ剛性

が上昇した。また図 2- 20 から，断面耐力に達する耐火時間は主筋を有する方が長いことが

わかる。主筋がコンクリートに比べ高い応力を負担するためである。座屈耐力に達する耐火

時間は，軸力比 0.5 以上の高軸力下では主筋を用いた場合の方がやや長くなるが，低軸力下

では主筋の影響はほぼ見られない。これは軸力比 0.5 以下では主筋降伏後に座屈耐力に達す

るためである。実用の軸力比の範囲では，高強度鉄筋を使用しても火災時の座屈耐力向上は

見込めないものと考えられる。 
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軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(a) 断面全体 

 
軸力比 0.1              軸力比 0.3 

(b) 主筋のみ 

図 2- 19 曲げ剛性の経時変化(主筋の影響) 

 

 

図 2- 20 軸力比と耐火時間の関係(主筋の影響) 
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2.5 まとめ 

中心圧縮を受ける RC 長柱の火災時座屈耐力を明らかにすることを目的とし，圧縮強度約

120N/mm2のコンクリートを用いた一辺が 250mm角の正方形断面を有し，高さが3570mm

と 5000mm の RC 長柱を対象に，加熱実験および常温における載荷実験，載荷加熱実験を

実施した。また接線係数理論に基づいた火災時における座屈耐力評価方法を提案し，提案

モデルを用いた熱応力解析結果と実験結果との比較，さらに過渡ひずみの発生量および主

筋の強度が RC 長柱の火災時挙動に与える影響を検討した結果，以下の知見を得た。 

・RC 長柱の載荷加熱実験に対して，材端の力学的境界条件を両端固定とし，等価座屈長さ

を試験体全長×1/2 と仮定した条件下において，接線係数理論に基づく火災時における座

屈耐力評価方法によって耐火時間および破壊性状を評価した。その結果，昇温過程にお

いて一定圧縮軸力による拘束を与えたコンクリートの高温圧縮実験により得られた応力

度－応力ひずみ関係を用いることによって，実験結果を概ね評価できることが確認され

た。ただし，この拘束効果は破壊性状および耐火時間を評価する上で重要であると考え

られるが，昇温過程における履歴応力依存性があると考えられるため，今後も実験デー

タの蓄積が必要である。 

・座屈耐力は過渡ひずみの発生量に影響を受けるものの，その程度は小さく，粗骨材の種

類が変わる程度であれば座屈耐力に及ぼす影響は小さいものと考えられる。 

・実用の軸力比の範囲では，高強度鉄筋を使用しても火災時の座屈耐力向上は見込めない

ものと考えられる。 
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3.1 はじめに 

RC 造における圧縮部材の初期不整には製作上，施工上不可避な元たわみと軸力の偏心が

あるが，本章ではこのうちの元たわみに着目し，元たわみを有する RC 長柱を対象に，その

火災時挙動を解析により把握する。さらに，耐火性能に影響を及ぼす要因として過渡ひず

みの発生量，曲げ変形が生じる方向および材端の力学的境界条件に着目し，これらが元た

わみを有する RC 長柱の耐火性能に与える影響について考察する。 

 

3.2 解析概要 

本節で示す解析モデルのうち断面モデル，解析の手順，解析に用いる各種物性値は，第 2

章で示した解析により圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた RC 長柱の載荷加熱

実験結果を概ね評価できたものと同一とした。第 2 章と重複する内容は含まれるが，詳細

を以下の各項で示す。 

 

3.2.1 解析手法 

第 2 章と同様に，熱伝導解析により得られた各要素温度の時刻歴結果を用いることで熱

応力解析を行う。熱伝導解析には汎用 FEM プログラム ABAQUS を使用して 2 次元ソリッ

ド要素を用い，熱応力解析には文献 3-1)の熱応力解析手法によるファイバーモデルを用い

た。熱応力解析に関して，第 2 章では中心圧縮軸力下における通直な柱の座屈耐力を接線

係数理論に基づき評価することを目的としたため幾何学的非線形効果を考慮していないが，

本章では付加曲げモーメントの影響を把握するため幾何学的非線形効果を考慮した。 
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3.2.2 解析モデル 

解析モデルを図 3- 1 に示す。解析モデルは X 軸と平行な向き(以下，対面方向)に正弦形

半波の元たわみを有する状態で，両端部の変位と回転のうち一方の Z 方向変位以外を全て

拘束(以下，両端固定)した。第 2 章では立面モデルを長さ方向 1 要素で構成したが，本論文

では元たわみの影響を検討するため長さ方向 5000mm を 100 要素に等分し 1 要素の長さを

全て 50mm とした。断面モデルは第 2 章と同一であり，1 辺が 250mm の正方形断面を 196

要素に分割し，192 要素をコンクリートに，4 要素を主筋に割り当てた。 

 

 

(a) 立面モデル        (b) 断面モデル 

図 3- 1 解析モデル 

 

3.2.3 解析手順 

所定の元たわみを有する図 3- 1(a)立面モデル端部に一定圧縮軸力を与えた後，熱伝導解

析で得られた時々刻々と変化する断面温度を立面モデルの Z 方向全ての要素に与えること

で，熱応力解析を行う。 

 

3.2.4 解析に用いる各種物性値 

本項で示す熱伝導解析および熱応力解析に関する各種物性値は，全て第 2 章と同一であ

る。詳細を以下に示す。 

 

3.2.4.1 熱伝導解析 

熱伝導解析に用いるコンクリートの熱的性質には文献 3-2)に記載の値を用い，主筋は考

慮せず全てコンクリートと見做した。コンクリートの密度は 2.4×103kg/m3，含水率は 5.0%

として 100～120℃間の蒸発潜熱を考慮した。加熱面の熱的境界条件については，有効輻射

率を 0.82，対流熱伝達率を 23.2W/(m2・K) とした。加熱温度は ISO834 に記載されている

標準加熱温度曲線を用いることとし，解析モデルの断面全周を加熱した。 
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3.2.4.2 熱応力解析 

熱応力解析では，応力に依存するメカニカルなひずみ(以下，応力ひずみ)，自由熱膨張ひ

ずみ，過渡ひずみの和である全体ひずみの平面保持を仮定し，所定の一定圧縮軸力を保て

なくなるまで解析を行った。 

熱応力解析に用いるコンクリートの応力度－応力ひずみ関係および自由熱膨張ひずみ－

温度関係を図 3- 2 に示す。応力度－応力ひずみ関係は，第 2 章で示した昇温過程において

一定圧縮軸力による拘束を与えた高温圧縮実験結果(表 2- 6 の case③)をモデル化したもの

である。モデル化に用いた Popovics 式 3-3)を式(3-1)に，式中の温度依存の変数を表 3- 1 に

示す。表に記載のない温度中間値に関しては線形補間した。コンクリート要素に除荷ある

いは除荷後再載荷が生じた場合は，当該要素温度におけるヤング係数の勾配で応力度が変

化することとした。コンクリートの過渡ひずみは Anderberg らによって式(3-2)で定義され

3-4)，K には第 2 章で示した値と同一の K =16.3 を用いた。 

 

   

 (a) 応力度－応力ひずみ関係    (b) 自由熱膨張ひずみ－温度関係 

図 3- 2 コンクリートの高温物性値 

 

      (3-1) 

   σ：応力度，εσ：応力ひずみ，σT：温度 T における圧縮強度， 

εT：温度 T における圧縮強度時の応力ひずみ，nT：温度 T における形状係数 

 

表 3- 1 コンクリートの応力度－応力ひずみ関係に用いる値(図 2- 12 の case③) 
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圧縮強度σ T  [N/mm2] 128 85.1 71.9 67.7 67.8 1.3

ヤング係数E T  [×104 N/mm2] 4.23 2.77 2.45 2.29 1.76 0.04

圧縮強度時の応力ひずみε T  [μ] 3495 3099 3659 3625 4510 4510

形状係数n T 8.93 35.5 5.06 5.97 7.03 7.03
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      (3-2) 

dεtr：過渡ひずみの増分量，K：過渡ひずみ発生量を表す係数， 

σ：応力度，σB：常温圧縮強度，dεth：自由熱膨張ひずみの増分量 

 

主筋の応力度－応力ひずみ関係には，文献 3-5)に記載されている SD490 の解析モデルを

用いた。主筋要素に除荷あるいは除荷後再載荷が生じた場合は，コンクリートと同様に当

該要素温度におけるヤング係数の勾配で応力度が変化することとした。 

 

3.2.5 解析パラメータ 

解析パラメータは，軸力比および部材長さに対する元たわみの大きさ α/h とした。軸力比は，

軸力を柱の断面積とコンクリートの常温圧縮強度の積で除した値である。本解析では軸

力比は 0.1，0.2，0.3 の 3 水準とし，RC 柱の長期許容圧縮軸力の範囲内で定めた。元た

わみは α/h=0～1/100 の範囲で 11 水準とし，元たわみが耐火性能に与える影響を幅広く

検討する。α/h=0 は元たわみが無い通直な場合，α/h=1/100 は本解析モデルでは α=50mm

である。なお，文献 3-1) 上杉英樹, 小池浩: 高層鉄骨架構の熱応力解析 (その 1) 区画火

災を受ける超高層鉄骨架構の熱応力解析手法, 日本建築学会構造系論文報告集, 第381号, 

pp.73-80, 1987.11 

3-2) 道越真太郎, 小林裕: 高強度コンクリートの高温時における力学的性質, 日本建築

学会大会学術講演梗概集, A-2, pp.79-80, 2004.8 

3-3) Sandor Popovics: A Numerical Approach to the Complete Stress - Strain Curve of 

Concrete, CEMENT and CONCRETE RESEARCH, Vol.3, pp.583-599, 1973 

3-4) Yngve Anderberg and Sven Thelandersson: Stress and Deformation 

Characteristics of Concrete at High Temperature, Lund Institute of Technology, 

Bulletin No.54, Lund, Sweden 1976 

3-5) 長尾覚博, 江戸宏彰, 丹羽博則, 上杉英樹: 鉄筋コンクリート用棒鋼の高温引張試験

結果, 日本建築学会大会学術講演梗概集, A-2, pp.75-76, 2000.9 

3-6)で RC 長柱試験体 2 体の元たわみを実測した結果，α/h は 1/2300 と 1/4500 であり，

本解析で設定した α/h の範囲に含まれる。 

以上をまとめた解析ケース一覧を表 3- 2 に示す。本節で述べた解析ケースは α/h が 11 水

準，軸力比が 3 水準の計 33 ケースであり，これらの解析結果を 3.3 節で述べる。さらに 3.4

節では，過渡ひずみの発生量を表す係数 K，曲げ変形が生じる方向および材端の力学的境

界条件をパラメータとした解析を行い，3.3 節で示す解析結果と比較する。これらの詳細は

3.4 節で述べるが，パラメータごとに 3.3 節と同様 α/h を 11 水準，軸力比を 3 水準として

33 ケースの解析を行うため，本論文における解析ケースは 33 ケース×4＝132 ケースであ

る。 

dεtr = K
σ
σB

(- dεth)
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表 3- 2 解析ケース一覧 

(a) 3.3 節，3.4 節共通の解析条件 

 
(b) その他の解析条件 

 
 

3.2.6 Shanley の理論に基づく耐火性能の評価 

 Shanley の理論によると，非弾性域における座屈荷重は接線係数荷重を超える 3-7)。これ

は，漸増軸力が接線係数荷重に達し曲げ変形が発生すると，断面の一部が除荷され弾性に

なり，断面全体の曲げ剛性が増加し，座屈荷重が上昇するためである。この Shanley の理

論から，曲げ変形後の RC 長柱は火災時においても曲げ剛性が増加し，耐火時間が延びる可

能性がある。そこで，第 2 章で提案した座屈開始時間，つまり通直な圧縮部材に曲げ変形

が生じ始める時間を超えた直後に大きな曲げ変形が生じ始めるような微小な元たわみを有

する解析モデルを対象に，曲げ変形が生じ始めた後の荷重支持能力について検討する。さ

らに，曲げ変形後の断面の応力度分布および主筋要素の応力度－応力ひずみ関係における

応力履歴から，曲げ剛性の変化について考察する。Shanley の理論を解析で評価するには

通直な部材の熱応力解析を行い，座屈開始時間に達した時点で微小な横たわみを与える方

法もあるが，本章の目的は元たわみが RC 長柱の耐火性能に与える影響を把握することであ

るため，微小な元たわみを与えることとした。 

  

α  /h
(11水準)

0 (α =0)，1/108，1/107，1/106，1/105，1/104，
1/103，1/500，1/300，1/200，1/100

軸力比
(3水準)

0.1，0.2，0.3

解析パラメータ 3.3節 3.4.1項 3.4.2項 3.4.3項
過渡ひずみ発生

量を表す係数K
K  =16.3 K  =5.1 - -

曲げ変形が

生じる方向
対面方向 - 対角方向 -

材端の力学的

境界条件
両端固定 - - 両端ピン

※表中の「-」は3.3節と同一の条件を示す。
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3.3 解析結果 

 

3.3.1 耐火時間と変形挙動 

 耐火時間とα/hの関係を図3- 3に，解析モデルの長さ方向中央位置におけるX方向変位(以

下，水平変位)の経時変化を図 3- 4 に示す。元たわみ無しと α/h=1/108～1/100 は，断面耐力

が低下し軸力を保てなくなった時間を耐火時間とした。軸力比 0.3 では接線係数理論による

座屈耐力が軸力まで低下するよりも前に軸力を保てなくなり，つまり短柱のような断面耐

力の低下によって圧縮破壊するため，座屈開始時間は存在しない。図 3- 4 は常温載荷前の

変位を初期値 0mm としたため，元たわみを有する場合は加熱 0 分において軸力により水平

変位が生じている。元たわみが大きいほど加熱初期から大きい水平変位が生じ，耐火時間

における水平変位も大きくなる傾向があった。また，軸力が小さいほど耐火時間における

水平変位が大きくなり，全ての軸力比について元たわみが大きいと耐火時間は短くなった。

α/h が 1/104以下の非常に小さい範囲において，軸力比 0.3 の場合は元たわみが無い場合と

耐火時間はほとんど変わらないのに対し，軸力比 0.1 の場合は元たわみが無い場合よりも耐

火時間が 大で 2 割程度短くなった。軸力が小さいほど長時間の加熱を受け部材表層の熱

劣化が進むことにより部材の曲げ剛性が大幅に低下するため，付加曲げモーメントにより

水平変位が大きく発生する。よって軸力比が小さいほど付加曲げモーメントの影響が大き

く現れるため，α/h が 1/104以下の非常に小さい範囲においても，元たわみを有する場合の

耐火時間が元たわみ無しに比べ短くなったと考えられる。また，α/h が 1/103を超えると全

ての軸力比において耐火時間が急激に減少する傾向があった。 

 

 
図 3- 3 耐火時間とα/h の関係 
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全体          250～310 分拡大 

(a) 軸力比 0.1 

 

全体          200～220 分拡大 

(b) 軸力比 0.2 

 
全体          120～150 分拡大 

(c) 軸力比 0.3 

図 3- 4 柱長さ方向中央位置における水平変位の経時変化 
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3.3.2 破壊モード 

両端拘束の RC 梁部材が火災時に下面から加熱を受けると，熱応力によって両端部の回転

を拘束する負曲げモーメントが端部の鉄筋が降伏するまで増加し，端部に塑性ヒンジが発

生する。その後，端部の負曲げモーメントは，下面コンクリートの昇温にともなう熱劣化

によって応力中心距離が減少し徐々に低下する。端部とスパン中央の曲げ降伏モーメント

の和が外力による全曲げモーメントの値まで低下すると，スパン中央に塑性ヒンジが発生

し，3 ヒンジ状態となり破壊に至る 3-8)。 

本章では RC 長柱を対象に，解析モデル長さ方向に正弦形半波の元たわみを有する状態で

両端部の回転を拘束し軸力を導入したため，曲げモーメントは部材長さ方向全長で一様で

はなく水平変位が発生する。よって梁部材と同様に材端に回転拘束による曲げモーメント

が発生することに加え，柱部材は大きな圧縮軸力を負担するため，RC 長柱においては軸力

や元たわみの大きさが火災時の破壊モードに影響を与える可能性がある。そこで，本解析

条件において大きな曲げモーメントが発生する材端と長さ方向中央部を対象に，部材に生

じる曲げモーメントと曲げ耐力(以下，Mp)の関係について検討し，火災時における RC 長

柱の破壊モードについて考察する。 

材端と長さ方向中央節点の曲げモーメントの経時変化を図 3- 5 に示す。図中には部材に

生じる曲げモーメントを実線で，Mp の経時変化を経過時間 60 分ごとおよび耐火時間にお

いて破線で示した。Mp は材端および部材長さ方向中央要素を対象に，図 3- 6 に示した算定

手順を経て得られるモーメント M－曲率φ関係におけるモーメントの 大値と定義した。

軸力比が 0.1 の場合，α/h が 1/103以下では材端および部材長さ方向中央節点の曲げモーメ

ントが Mp に達し 3 ヒンジ状態となり破壊に至ったのに対し，α/h が 1/103よりも大きい場

合では材端のみが Mp に達し，部材長さ方向中央節点の曲げモーメントは Mp に達するこ

となく破壊に至った。これは材端節点の曲げモーメントが Mp に達してヒンジが形成され，

回転剛性が低下することでヒンジ形成前と比べて座屈長さが長くなり，座屈耐力が低下し

破壊に至ったためと考えられる。同様に，軸力比 0.2 の場合は α/h が 1/105以下において，

軸力比 0.3 の場合は α/h が 1/106以下において 3 ヒンジが形成され破壊に至り，それぞれさ

らに大きい元たわみを有する場合は材端節点の曲げモーメントのみ Mp に達し破壊に至っ

た。軸力比 0.3 で α/h＝1/106の場合は，図 3- 4(c)に示すように水平変位がほとんど生じな

いため曲げモーメントが生じなかった。 
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α/h=1/103                                  α/h=1/102 

(a) 軸力比 0.1 

 

α/h=1/105                                  α/h=1/102 

(b) 軸力比 0.2 

 

α/h=1/106                                  α/h=1/102 

(c) 軸力比 0.3 

図 3- 5 曲げモーメントの経時変化 
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図 3- 6 モーメント M－曲率φ関係の算定手順 

 

3.3.3 曲げ変形発生後の耐火性能 

3.2.6 項で述べた評価方法により，曲げ変形が生じ始めた後の荷重支持能力および曲げ剛

性の変化について考察する。 

 

3.3.3.1 荷重支持能力 

図 3- 4 に示した解析モデルの長さ方向中央位置における水平変位の経時変化に関して，

軸力比 0.1 は α/h が 1/107以下，軸力比 0.2 は α/h が 1/108と非常に小さい場合に，座屈開

始時間を超えてから水平変位が大きくなり始めた。3.3.2.6 で述べた通り，座屈開始時間は

通直な圧縮材に曲げ変形が生じ始める時間であるため，荷重支持能力を喪失する時間に対

しては安全側の評価を与える。本解析モデルにおいては座屈開始時間に達した後，曲げ変

形が増して荷重支持能力を失うまでの時間は 10～15 分程度であった。 

 

3.3.3.2 曲げ剛性の変化 

元たわみ無しおよびα/h=1/108における断面の曲げ剛性の経時変化を図3- 7に，α/h=1/108

における材端要素断面の応力度分布を図 3- 8 に，主筋要素の応力度－応力ひずみ関係にお

ける応力履歴を図 3- 9 に示す。前述した通り解析モデルの長さ方向で曲げモーメントは異

なるが，断面を構成する要素に発生する除荷剛性の影響をより明確に把握するため， も

大きな曲げモーメントが発生する材端要素の結果を示した。軸力比 0.3 の結果は，座屈開始

時間が存在しないため示していない。元たわみを有する場合の曲げ剛性は，3.3.2.6 に示し

た Shanley の理論に基づき求める。元たわみを有するため曲げ変形が生じると，材端につ

いては断面を構成する要素のうち図 3- 1 に示す X 軸正側の圧縮応力が増し，X 軸負側の要

素に除荷が生じる場合は弾性に復帰する。これらを考慮し，式(3-3)により曲げ剛性を求め

た。 

当該加熱時間において，断面の全体ひずみから
応力ひずみ成分εσを抽出する。

断面の中立軸位置から圧縮あるいは引張縁までの距離 Xn を
仮定し，微小な曲率⊿φを与える。

φ＝φ＋⊿φ

⊿φによる応力ひずみ増分⊿εφの平面保持を仮定し，
応力ひずみ分布を求める。

εσ＝εσ＋⊿εφ

2.4節で示したコンクリートと主筋の応力度－応力ひずみ関係を
用いて，軸力と断面力の釣り合いが成立するXnを求める。

Xnが求まる場合 Xnが求まらない場合

断面の応力度分布から
モーメントを算出する。

算定終了
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  (3-3) 

  ES・I：Shanley の理論に基づく曲げ剛性，Et：圧縮応力が増す要素の応力度－応力ひ

ずみ関係における接線勾配，E：除荷が生じる要素のヤング係数，y：図心軸から要素

中心までの距離，dA：要素の断面積 

 

曲げ剛性は，座屈開始時間に達するまでは元たわみ無しの場合とほぼ同じとなった。火

災時の RC 長柱は，第 2 章で述べた通り，軸力比が小さい場合は断面中央部よりも部材表

層の圧縮破壊が先行して発生し，軸力が大きい場合は断面中央部の圧壊が先行する傾向が

ある。加熱時間が座屈開始時間を超えた時点で，軸力比 0.1 の場合，図 3- 8 (a)に示すよう

にすでに部材表層のコンクリートは圧縮強度時の応力ひずみを超えており，曲げ変形が大

きくなると図 3- 9(a)に示すように X 軸負側の主筋が除荷されることで，曲げ剛性が 2 割程

度上昇した。しかしその後，曲げ剛性の低下により水平変位が増大し，X 軸正側コンクリー

トの圧縮ひずみが増大することで圧縮強度時の応力ひずみを超える範囲が拡大し，破壊に

至った。軸力比 0.2 の場合は図 3- 8(b)に示すようにすでに部材表層および断面中央部のコ

ンクリートが圧縮強度時の応力ひずみを超えており，曲げ変形が大きくなると図 3- 9(b)に

示すように主筋は除荷されず，曲げ剛性の低下により水平変位が増大し，X 軸正側コンクリ

ートの圧縮ひずみが増大することで圧縮強度時の応力ひずみを超える範囲が拡大し，破壊

に至った。 

以上に示したように，軸力比が 0.1 の場合に主筋が除荷されることで曲げ剛性が 2 割程度

上昇したが一時的なものであり，軸力比が 0.2 の場合は曲げ剛性は上昇しない。よって，座

屈開始時間を超えた後に曲げ変形が生じても，座屈耐力が上昇し耐火時間が大きく延びる

ことは無いものと考えられる。 

  

ES・I = ∫A Et y2dA + ∫A E y2dA
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全体           250～310 分拡大 

(a) 軸力比 0.1 

 

全体           200～220 分拡大 

(b) 軸力比 0.2 

図 3- 7 材端要素の曲げ剛性の経時変化(α/h＝1/108) 
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加熱 262 分(座屈開始時間)    加熱 275 分(耐火時間) 

(a) 軸力比 0.1，α/h＝1/108 

  
加熱 208 分(座屈開始時間)    加熱 218 分(耐火時間) 

(b) 軸力比 0.2，α/h＝1/108 

図 3- 8 材端要素断面の応力度分布 
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X 軸正側の主筋         X 軸負側の主筋 

(a) 軸力比 0.1，α/h＝1/108 

  
X 軸正側の主筋         X 軸負側の主筋 

(b) 軸力比 0.2，α/h＝1/108 

図 3- 9 主筋要素の応力度－応力ひずみ関係における応力履歴 
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3.4 耐火性能に及ぼす影響要因 

本節では，過渡ひずみの発生量，曲げ変形が生じる方向および材端の力学的境界条件を

対象に，これらが元たわみを有する RC 長柱の耐火性能に与える影響について考察する。 

 

3.4.1 過渡ひずみ 

 過渡ひずみは 2.4.1 節でも述べたように，圧縮応力下で温度上昇に伴い自由熱膨張ひずみ

を打ち消す方向に発生する収縮ひずみであり，火災時に RC 柱に生じる圧縮ひずみの多くの

割合を占めること，またコンクリートの強度が高い程その発生量が大きいことが知られて

いる。過渡ひずみは式(3-2)で定義され，式中の過渡ひずみを表す係数 K は式(3-4)に示すよ

うに，数種の強度を持つコンクリートの実験結果をまとめることで，コンクリートの常温

圧縮強度の一次関数で近似できるとされる 3-9)。 

 

K = 0.037σB + 0.34   (3-4) 

K：過渡ひずみ発生量を表す係数， 

σB：常温圧縮強度 

 

よって，高強度コンクリートを用いた RC 長柱に曲げ変形が生じ始めると，過渡ひずみによ

り断面のうち圧縮側の圧縮ひずみが大きくなることで曲げ変形が進行し，付加曲げモーメ

ントが発生する。断面の内部温度を均一とした RC 柱を対象に解析を行った結果，過渡ひず

みが存在することで火災時の座屈耐力が小さくなるといった報告 3-10)もあり，この付加曲げ

モーメントが RC 長柱の耐火性能を大きく低下させる可能性がある。 

そこで，3.3 節では K を実験結果に基づく K =16.3 の結果を示したが，本項では表 3- 1

に示すコンクリートの常温圧縮強度を式(3-4)に代入して得られる K =5.1 を用い，過渡ひず

みの発生量が元たわみを有する RC 長柱の耐火性能に与える影響について考察する。なお，

K =16.3 は式(3-4)で得られる値と比較すると非常に大きい。過渡ひずみの大きさは粗骨材の

種類に影響を受け 3-11)，また全体ひずみの大きさはコンクリートの水分量に影響を受けると

いった報告もあり 3-12)，コンクリートの過渡ひずみの発生量は，常温圧縮強度以外の要因も

含まれているためと考えられる。 

元たわみ無しにおける耐火時間の比較を表 3- 3 に，元たわみを有する場合の耐火時間と

α/h の関係を図 3- 10 に示す。表 3- 3 には次項および次々項に示す解析結果も併せて示した。

座屈開始時間に関して，軸力比 0.1 と 0.2 では過渡ひずみの大きさによらず大きな差は見ら

れなかった。第 2 章において K =0.0～32.7 の幅広い範囲における座屈開始時間を比較し，

過渡ひずみの発生量が座屈開始時間に与える影響は小さいとしている。第 2 章における検

討は材端の力学的境界条件が両端ピンであるが，両端固定とした本項における検討におい

ても同様の結果が得られた。元たわみを有する場合の耐火時間は過渡ひずみの大きい方が

短くなる傾向があり，α/h=1/108における K =5.1 と 16.3 の耐火時間の差は元たわみ無しに
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おける耐火時間の差よりも，軸力比 0.1 ではやや大きくなったが，軸力比 0.2 と 0.3 では同

程度であった。3.3.1 項で述べたように，軸力比が小さいほど付加曲げモーメントの影響が

大きく現れるためと考えられる。しかし，α/h が 1/103よりも大きい場合に耐火時間が急激

に減少する傾向は，K =16.3 と 5.1 で同様であった。 

 

表 3- 3 元たわみ無しにおける耐火時間の比較 

 
 

 
図 3- 10 耐火時間とα/h の関係 (過渡ひずみの違いによる比較) 

 

次に，過渡ひずみが異なる場合の断面の応力状態について考察する。α/h＝1/108における

断面の応力度分布を図 3- 11 に示す。軸力比 0.1 と 0.2 の座屈開始時間および軸力比 0.3 の

耐火時間に至るまでは，断面の応力度分布は概ね左右対称形となった。また，過渡ひずみ

は自由熱膨張ひずみを打ち消す方向に発生することから，K=16.3 の場合は K=5.1 と比較す

ると，断面中央に比べて高温となる表層側の圧縮応力度が緩和され，断面中央が負担する

圧縮応力度が大きくなった。K =16.3 の場合は座屈開始時間を超えた後，元たわみから生じ

る付加曲げモーメントによる断面圧縮側の収縮が K =5.1 に比べ大きくなり，解析モデルの

解析

パラメータ

過渡ひずみ発生

量を表す係数K

曲げ変形が

生じる方向

材端の力学的

境界条件

軸力比 0.1 0.2 0.3 0.1 0.2 0.3 0.1 0.2 0.3 0.1 0.2 0.3

元たわみ無しの

耐火時間[分]
302 219 142 306 235 167 302 219 142

座屈開始時間
[分]

262 208 * 270 213 159 159 90 59

3.3節

K =16.3

対面方向

両端固定

3.4.1項

K =5.1

-

-

対角方向

-

3.4.2項 3.4.3項

-

-

両端ピン-

※1：表中の「－」は3.3節と同一の条件を示す。

※2：表中の「*」は座屈開始時間が存在しない箇所を示す。

3.3節と

同じ結果

0

60
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1.E-08 1.E-06 1.E-04 1.E-02

耐
火
時
間

[分
]

元たわみ α / 部材長さ h

■：軸力比0.1
▲：軸力比0.2
●：軸力比0.3
実線：K =16.3
破線：K =5.1
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水平変位が大きくなることで断面圧縮側の圧縮応力度が増大するとともに付加曲げモーメ

ントが増大し，耐火時間が短くなったと考えられる。 

 

 
(K =16.3 の座屈開始時間)     (K =16.3 の耐火時間) 

(a) 軸力比 0.1，α/h＝1/108 

 
(K =16.3 の座屈開始時間)     (K =16.3 の耐火時間) 

(b) 軸力比 0.2，α/h＝1/108 

 
加熱 120 分          加熱 142 分 

(K =16.3 の耐火時間) 

(c) 軸力比 0.3，α/h＝1/108 

※表示している要素位置は(a)～(c)全て図 3- 8 と同じ 

図 3- 11 材端要素断面の応力度分布 (過渡ひずみの違いによる比較) 
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3.4.2 曲げ変形が生じる方向 

図 3- 1 で示した解析モデルは，XY 平面上のあらゆる方向の曲げ剛性が等しい。常温時だ

けでなく，断面全周を加熱する場合には火災時においても曲げ剛性は等しくなる。故に，

元たわみの無い通直な部材が座屈開始時間を超えた後，曲げ変形が生じる方向は不定であ

る。3.2.2 項に示したように本章でこれまでに示した元たわみは，図 3- 1 の X 軸に平行な方

向に与えているため，常温載荷時や火災時に曲げ変形が生じる方向は定まるが，実際の圧

縮部材が有する元たわみの方向は一方向に定まることは無い。曲げ変形が生じる方向によ

り中立軸から断面を構成する各要素までの距離が変わるため断面の応力状態は異なり，中

立軸からの距離が長い場合，コンクリートにおいては圧縮破壊や引張破壊，鉄筋において

は圧縮降伏や除荷による曲げ剛性の上昇などが生じ，RC 長柱の耐火性能に影響を与える可

能性がある。 

そこで，3.3 節では元たわみの方向を図 3- 1 の X 軸に平行な対面方向の結果を示したが，

本項では曲げ変形時の縁応力が も大きくなるように，元たわみの方向を X 軸から 45 度回

転した断面の対角方向(以下，対角方向)に与え，元たわみの方向が RC 長柱の耐火性能に与

える影響について考察する。 

耐火時間と α/h の関係を図 3- 12 に，断面の応力度分布を図 3- 13 に示す。元たわみの方

向の違いが耐火時間に与える影響は非常に小さかった。対面方向と対角方向の断面の応力

度分布を比較すると，図 3- 13 (a)に示すように元たわみが大きい場合は対角方向の方が中

立軸から縁までの距離が長いことからやや早期に圧縮側のコンクリートが圧縮強度時の応

力ひずみを超え，さらに引張側のコンクリートに引張破壊が生じた。元たわみが小さい場

合は，図 3- 13 (b)に示すように X 軸の正側と負側で断面の応力状態が非対称となる時間に

差は見られなかった。元たわみが小さく軸力比が大きい場合は，曲げ変形がほぼ生じない

ため，図 3- 13 (c)に示すように元たわみの方向によらず断面の応力状態はほぼ同じであった。 

 

 
図 3- 12 耐火時間とα/h の関係(元たわみの方向の違いによる比較) 
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対面方向           対角方向 

(a) 元たわみが大きい場合 (軸力比 0.2，α/h＝1/102，加熱 60 分) 

 
対面方向           対角方向 

※座屈開始時間と耐火時間は，対面と対角方向で同じ 

(b) 元たわみが小さい場合 (軸力比 0.1，α/h＝1/108) 

図 3- 13 材端要素断面の応力度分布 
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加熱 120 分         加熱 142 分 

(対面，対角方向の耐火時間) 

※(c)のみ表示している要素位置は図 3- 8 と同じ 

(c) 元たわみが小さく軸力比が大きい場合 (軸力比 0.3，α/h＝1/108) 

図 3- 13 材端要素断面の応力度分布（前ページからの続き） 

 

3.4.3 材端の力学的境界条件 

圧縮材の座屈長さは座屈耐力の大きさを決める重要な因子の一つであり，材端の力学的

境界条件により定まる。 

RC 長柱は主に軸力を負担する部材として，主筋あるいは接合筋を接合部内に定着させて

使用される場合が多く，材端の固定度は一般的に大きい。さらに火災時において接合部は，

柱や梁等の部材が取りつくため直接火災加熱を受ける面積が小さく，柱部材に比べ温度が

上昇しない。故に接合部は柱部材に比べ相対的に熱劣化による剛性低下が発生しないため，

火災加熱が RC 長柱の材端の回転剛性に与える影響は小さいと考えられる。しかし，意図的

に材端の固定度を低く設計する場合も考えられ，固定度が小さく座屈長さが長いことで，

RC 長柱の耐火性能が大きく低下する可能性がある。 

そこで，3.3 節では材端の力学的境界条件を両端固定とした結果を示したが，本節では図

3- 1(a)の両端部の回転を拘束せず自由(以下，両端ピン)とし，材端部の固定条件が元たわみ

を有する RC 長柱の耐火性能に与える影響について考察する。 

耐火時間と α/h の関係を図 3- 14 に示す。元たわみの無い通直な RC 長柱の耐火時間は両

端固定と両端ピンで同じとなるが，元たわみを有する場合は両端ピンとすることで座屈長

さが 2 倍となるため，同じ元たわみであっても耐火時間が大幅に短くなる。元たわみを有

する場合，両端固定の場合は α/h が 1/103を越えると耐火時間が急激に減少する傾向があっ

たのに対し，両端ピンの場合は α/h が 1/104以下の範囲であっても α/h が大きいほど耐火時

間は短くなり，元たわみの影響が大きく現れた。 
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図 3- 14 耐火時間とα/h の関係 

(材端力学的境界条件の違いによる比較) 

 

3.5 まとめ 

元たわみを有する RC 長柱の火災時挙動を明らかにすることを目的とし，正弦形半波の元

たわみを有し，圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた一辺が 250mm 角の正方形

断面で長さが 5000mm の RC 長柱を対象に，幾何学的非線形効果を考慮した熱応力解析を

行った。さらに過渡ひずみの発生量，元たわみの方向および材端の力学的境界条件が RC 長

柱の火災時挙動に与える影響について考察し，以下の知見を得た。 

・部材長さに対する元たわみの大きさ α/h が 1/103を超えると耐火時間が急激に減少する傾

向がある。また α/h が 1/104程度以下の非常に小さい範囲においては，軸力比 0.3 の場合

は元たわみが無い場合と耐火時間はほとんど変わらないのに対し，軸力比 0.1 の場合は元

たわみが無い場合よりも耐火時間が 大で 2 割程度短くなる。 

・破壊モードに関して，軸力比 0.1 では α/h が 1/103以下，軸力比 0.2 では α/h が 1/105以

下，軸力比 0.3 では α/h が 1/106以下で 3 ヒンジが形成されることで破壊に至り，さらに

元たわみが大きい場合は材端にヒンジが形成され，ヒンジ形成前と比べて座屈長さが長

くなることで座屈耐力が低下し破壊に至ると考えられる。 

・加熱時間が座屈開始時間を超え曲げ変形が大きくなり始めた後に軸力を保持する時間は

10～15 分程度である。軸力比が 0.1 の場合に主筋が除荷されることで曲げ剛性が 2 割程

度上昇するが一時的なものであり，軸力比が 0.2 の場合は曲げ剛性は上昇しない。よって

座屈開始時間を越えた後に曲げ変形が生じても，座屈耐力が上昇し耐火時間が大きく延

びることは無いものと考えられる。 

・過渡ひずみが大きい場合，元たわみから生じる付加曲げモーメントによる断面圧縮側の

収縮が大きくなり，水平変位が大きくなることで断面圧縮側の圧縮応力度が増大すると

ともに付加曲げモーメントが増大し，耐火時間が短くなる。 

・元たわみの方向の違いが耐火時間に与える影響はほぼ無い。 
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・材端の固定度が耐火性能に与える影響は大きい。両端ピンの場合は，α/h が 1/104以下の

非常に小さい範囲であっても元たわみの影響が大きく現れる。 
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4.1 はじめに 

本章では，片面加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の載荷加熱実験を実施し，火災時に

おける荷重支持能力，変形挙動および破壊性状を明らかにするとともに，次章で示す骨組

に設置される RC 長柱の耐火性能評価に用いる解析手法の妥当性を検証するため，本実験に

おける RC 長柱の火災時挙動を解析により評価する。 

 

4.2 実験検討 

 

4.2.1 実験概要 

 

4.2.1.1 RC 長柱試験体 

試験体一覧を表 4- 1 に，試験体の形状および寸法を図 4- 1 に示す。試験体は計 5 体であ

り，全て載荷加熱実験に供した。試験体は全て断面が 250mm×600mm の長方形，高さが

4500mm である。加熱条件は，断面の全周を加熱する場合(以下，4 面加熱)と，1 辺のみを

加熱する場合(以下，1 面加熱)の 2 水準とした。軸力比は 0.3 と 0.4 の 2 水準とし，偏心圧

縮は断面の弱軸周りに曲げモーメントが生じる向きに与え，偏心距離は 0mm (中心圧縮)，

25mm，42mm(断面の核半径の 外端)の 3 水準とした。偏心圧縮を与える試験体には柱頭

に載荷用の梁形を設けた。 

 

表 4- 1 試験体一覧 

 
 

名称

断面
サイズ
[mm]

柱高さ
[mm] 断面の加熱範囲

軸力比

N / (σB・A) *

軸力の
偏心距離

[mm]
H4-03-0 4面(全周) 0.30
H1-03-0 0.30
H1-04-0 0.40

H1-03-25 0.30 25
H1-03-42 0.30 42

* N : 軸力, σB : コンクリートの常温圧縮強度, A : 断面積

600×250 4500
0

1面
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図 4- 1 試験体の配筋 

 

4.2.1.2 使用材料 

試験体に打設したコンクリートの使用材料および調合を表 4- 2 に，実験時のコンクリー

トおよび鉄筋の常温における材料試験結果を表4- 3に示す。表4- 3に示す材料試験結果は，

供試体 3 体の結果の平均値である。ポリプロピレン繊維は，加熱時のコンクリートの爆裂

を防止するために混入した。載荷加熱実験時のコンクリートの含水率は 5.7%，材齢は約 6

ヶ月である。 
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4.2.1.3 コンクリートおよび主筋の熱間材料試験方法 

4.3 節で示す解析により載荷加熱実験結果の評価を行うため材料の解析モデルを得る目

的で，RC 長柱試験体に使用したコンクリートの熱間圧縮試験および鉄筋の熱間引張試験を

行った。 

コンクリートの熱間圧縮試験については既報 4-1)で示し， 高温度 800℃までの応力度と

応力にのみ依存するメカニカルなひずみ(以下，応力ひずみ)の関係，自由熱膨張ひずみおよ

び過渡ひずみを測定した。実験方法の詳細は付録 2 に示した。各試験温度における供試体

数は 1 体である。コンクリートの応力度－応力ひずみ関係は，昇温過程において圧縮軸力

により材軸方向の熱膨張を拘束した場合，無載荷に比べて圧縮強度やヤング係数が増大し，

圧縮強度時の応力ひずみが小さくなることが知られている 4-2)，4-3)。第 2 章において，この

昇温中の圧縮軸力による拘束効果の有無をパラメータとして RC 長柱の座屈耐力を解析で

評価し，一定圧縮軸力による拘束を与えて得られる応力度－応力ひずみ関係を用いること

で RC 長柱の載荷加熱実験結果を概ね評価できることを示した。よって本章でも，昇温過程

において供試体に一定圧縮軸力を与えた場合の試験結果を解析に使用した。一定圧縮軸力

は第 2 章と同一の軸力比 0.2 とした。 

鉄筋の熱間引張試験は，4.3 節で後述する解析において柱主筋としてモデル化する

D19(SD490)を対象とし，JIS G 0567 に従い実施した。供試体にはⅡ-6 形試験片を用い，

試験温度は 200,400,600,800,1000℃の 5 水準とした。ただし載荷速度は JIS G 0567 の規定

を逸脱し，応力ひずみ 10%まで 0.3%/秒，以降破断に至るまで 7.5%/秒で実施した。各試験

温度における供試体数は 1 体である。 

 

表 4- 2 コンクリートの調合 

 

 

  

結合材B
普通ポルトランドセメント：スラグせっこう系

混和材：シリカフューム＝7：2：1(密度2.99g/cm
3
)

細骨材S 君津産天然砂(表乾密度2.62g/cm
3
)

粗骨材G
大月産砕石(安山岩， 大寸法20mm，

表乾密度2.62g/cm
3
)

混和剤SP ポリカルボン酸エーテル系高性能減水剤

有機繊維
PP

ポリプロピレン繊維

(径0.048mm，長さ20mm，密度0.91g/cm
3
)

W B S G
[%] [%]
26.0 2.0 155 597 726 912 10.15 1.5

W/B 空気量
単位量 SP PP

[kg/m
3
] [kg/m

3
]
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表 4- 3 常温における材料試験結果 

 

 

 

4.2.1.4 RC 長柱の載荷加熱実験方法 

載荷加熱実験のセットアップに関して，断面の加熱範囲が 4 面の場合を図 4- 2 に，1 面

の場合を図 4- 3 に示す。実験方法の詳細は付録 2 に示したが，概要を以下に述べる。 

実験は，試験体の柱頭に球座を設置し，柱脚は鋼製のスタブあるいは 70mm 厚さの鋼板

を介して反力床に固定した。実際の架構における両材端の固定度は，材端に接合される柱

や水平部材との接合方法により様々であるが，一般的に大きく，座屈長さは部材全長より

も短い。一方で両材端の回転が完全に拘束されることは無いため，載荷加熱実験では柱頭

は球座に，柱脚は反力床に設置することとした。試験体には常温で所定の圧縮軸力を与え，

ISO834 に規定されている標準加熱温度曲線に従い，試験体が荷重支持能力を喪失するまで

加熱を実施した。各試験体に導入した所定の軸力は，表 4- 3 に示したコンクリートの常温

圧縮試験結果から算出した。偏心圧縮軸力は断面中心に対して加熱面側に偏心させて与え，

屋内火災時に外周架構の柱が柱頭の屋内側に接合される水平部材から偏心圧縮を受ける状

況を想定した。図 4- 3 は 1 面加熱を行う試験体の内，偏心距離が 42mm の例を示したが，

他の試験体のセットアップと異なる点は偏心距離(柱頭の球座位置)のみである。1 面加熱は

開口が少ない外周架構の柱や防火区画上の柱を想定し，柱幅 600mm の面の片側のみを加熱

し， その裏面側の雰囲気温度は常温とした。また柱せい 250mm の面は断熱材を設置した。 

実験時は炉内温度，試験体の断面温度および柱頭の鉛直変位を計測した。1 面加熱とした

試験体には図 4- 3 に示す通り試験体の非加熱面側表面にひずみゲージおよび変位計を設置

し，コンクリートの表面ひずみおよび試験体の水平変位を計測した。断面温度は試験体高

さ方向中央に熱電対を設置して計測した。熱電対の設置箇所を図 4- 4 に示す。 

 

圧縮強度

σB

ヤング係数

Ec

ポアソン比
ν

[N/mm
2
] [×10

4
 N/mm

2
] [ - ]

123 4.30 0.22

(a) コンクリート

降伏点

σy

ヤング係数

Es

引張強度

σt
破断伸び

[N/mm
2
] [×10

5
 N/mm

2
] [N/mm

2
] [%]

D19(SD490) 540 1.92 733 16.1
D22(SD390) 448 1.86 634 14.4

D10(SD295A) 370 1.83 513 17.5

径(材種)

(b) 鉄筋
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単位：[mm] 

図 4- 2 載荷加熱実験のセットアップ(断面加熱範囲：4 面(全周)) 
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単位：[mm] 

図 4- 3 載荷加熱実験のセットアップ(断面加熱範囲：1 面，軸力の偏心距離 42mm の例) 
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図 4- 4 熱電対の位置 

 

4.2.2 実験結果および検討 

 本項では，使用材料の熱間試験および RC 長柱の載荷加熱実験の結果と検討について示す。

実験結果に関する図中には，4.3 節で述べる解析モデルおよび解析結果を破線で示しており，

これらについては 4.3 節で詳述する。 

 

4.2.2.1 コンクリートおよび主筋の熱間材料試験結果 

 コンクリートの熱間圧縮試験については既報 4-1)で示したため同一となる内容は含まれ

るが，その結果を以下に示す。 

コンクリートの応力度－応力ひずみ関係，自由熱膨張ひずみと温度の関係および単位軸

力比あたりの過渡ひずみと自由熱膨張ひずみの関係を図 4- 5 に示す。図 4- 5 に示したコン

クリートの材齢は，熱間圧縮試験結果が約 3 ヶ月，常温圧縮試験結果が約 6 ヶ月である。

800℃の熱間圧縮試験は，昇温中に供試体が破壊に至った。自由熱膨張ひずみは 300℃程度

で減少したが，これはセメント水和物の脱水及び分解 4-4)や，ポリプロピレン繊維の溶融に

より形成された空隙からの水分逸散による収縮と考えられる。 

鉄筋 SD490 の熱間引張試験結果を表 4- 4 および図 4- 6 に示す。図 4- 6 の応力度－応力

ひずみ関係には，表 4- 3(b)で示した常温引張試験結果も示した。応力度－応力ひずみ関係

は 200℃以上では明確な降伏点を示さず，また 600℃以上で降伏点および引張強度が大きく

低下した。 
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(a) 応力度－応力ひずみ関係        (b) 自由熱膨張ひずみ－温度関係 

 

 
  (c) 過渡ひずみ／軸力比－自由熱膨張ひずみ関係 

図 4- 5 コンクリートの熱間圧縮試験結果 

 

表 4- 4 主筋の熱間引張試験結果 
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(a) 常温 ~ 400℃             (b) 600 ~ 1000℃ 

図 4- 6 主筋の熱間引張試験結果 

 

4.2.2.2  RC 長柱の載荷加熱実験結果 

断面温度の経時変化を図 4- 7 に示す。全試験体共通して爆裂は発生しなかった。4 面加

熱を受ける H4-03-0 の断面温度は，2 面から加熱を受ける角部が面中央に比べ高くなり，

断面中央の温度は加熱 120 分で約 140℃，加熱 180 分で約 190℃に達した。1 面加熱を受け

る H1-03-0 の断面温度は，加熱面が少ないことから H4-03-0 に比べ低くなり，加熱 180 分

で断面中央の温度は約 120℃，非加熱面側の表面温度は加熱前の 7℃に対し約 30℃となっ

た。図 4- 7 には 1 面加熱を実施した試験体の内，耐火時間が も長くなった H1-03-0 の結

果を示したが，耐火時間に至るまでは 1 面加熱を受ける他の試験体も概ね同様の温度結果

であった。 
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(a) H4-03-0 

 
(b) H1-03-0 

図 4- 7 断面温度の経時変化 
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柱頭鉛直変位の経時変化を図 4- 8 に示す。変位は加熱開始時を変位 0mm として示した。

全試験体共通して加熱直後に材軸方向に膨張し，以降収縮に転じて荷重支持能力を喪失し

た。耐火時間は，H4-03-0 が 199 分，H1-03-0 が 215 分，H1-04-0 が 126 分，H1-03-25

が 144 分，H1-03-42 が 93 分であった。軸力の大きさと偏心距離が同一の試験体(H4-03-0，

H1-03-0)は，4 面加熱の方が耐火時間が短くなり，加熱条件と軸力の大きさが同一の試験体

(H1-03-0，H1-03-25，H1-03-42)は偏心距離が大きいほど耐火時間が短くなった。耐火時間

における試験体の収縮変位は，4 面加熱を受ける試験体が約 26mm，1 面加熱を受ける試験

体が約 4mm となり，熱劣化範囲の大きい試験体の収縮が大きくなった。 

 

 
図 4- 8 柱頭鉛直変位の経時変化 

 

1 面加熱を受ける試験体の水平変位および非加熱面側コンクリート表面の応力ひずみ分

布を図 4- 9 に示す。水平変位は加熱開始時を変位 0mm として示した。ひずみは常温載荷

前を 0μとして示したため，常温載荷軸力により生じた応力ひずみを含んでいる。中心圧縮

とした試験体は加熱開始直後から約 10～15 分まで，偏心圧縮とした試験体は加熱開始直後

から約 5～10 分まで加熱面側コンクリートの熱膨張により加熱面側に凸に変形し，以降加

熱面側の熱劣化により非加熱面側に凸の変形に転じた。その後全ての試験体で柱脚部にお

ける非加熱面側コンクリートの表面が一部剥落した直後，荷重支持能力を喪失した。 
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(a) H1-03-0 

 

(b) H1-04-0 

図 4- 9 水平変位および非加熱面側表面ひずみ分布 

 

  

実験結果 解析結果
H1-03-0 30分 120分 180分 215分 214分
H1-04-0 30分 60分 90分 126分 123分
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(c) H1-03-25 

 

(d) H1-03-42 

図 4- 9 水平変位および非加熱面側表面ひずみ分布(前ページからの続き) 

 

試験体の柱脚は球座を設置せず反力床に固定し，柱頭の水平変位を拘束した状態で片面

加熱したため，柱頭支点の水平反力が変化することで，加熱中に曲げモーメント分布は変

動する。常温載荷から破壊に至るまでの曲げモーメント分布の推移は，常温載荷時は図 4- 

10(a)に示すように偏心圧縮により加熱面側に倒れようとする試験体を支点が支持するため，

支点水平反力が増加する。加熱初期は図 4- 10(b)に示すように，加熱面側が膨張することで

試験体は非加熱面側に倒れようとするため，支点水平反力が減少し，柱脚の曲げモーメン

トが減少する。以降図 4- 10(c)に示すように，加熱側のコンクリートの劣化が進むと，試験

体は加熱面側に倒れようとするが，支点がこれを支えるため，支点水平反力が増加し，柱

脚の回転を拘束する曲げモーメントが増加する。この曲げモーメントが変形の増大に伴い

実験結果 解析結果
H1-03-25 30分 60分 90分 144分 122分
H1-03-42 30分 60分 75分 93分 82分

             実験結果               常温圧縮強度時の応力ひずみ
             解析結果
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大きくなり，非加熱面側コンクリート表面の応力ひずみが圧縮強度時の応力ひずみに達す

ることで表面のコンクリートが剥落し，破壊に至ったと考えられる。 

 

 

図 4- 10 モーメント分布(偏心圧縮の例) 

 

実験後の試験体の状況を写真 4- 1～写真 4- 4 に示す。4 面加熱とした H4-03-0 は弱軸方

向に「く」の字に折れ曲がっておらず，断面耐力により圧縮破壊したと考えられる。1 面加

熱とした全ての試験体は，非加熱面側が凸の状態で破壊し，柱脚は非加熱面側だけでなく

加熱面側のコンクリートも剥落し，さらに主筋の座屈が見られた。 
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           加熱面                  非加熱面         加熱面        断熱面 

H4-03-0                     H1-03-0 

写真 4- 1 実験後の試験体(H4-03-0，H1-03-0) 
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非加熱面     加熱面       断熱面 

写真 4- 2 実験後の試験体(H4-03-0) 
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非加熱面      加熱面       断熱面 

写真 4- 3 実験後の試験体(H1-03-42) 
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非加熱面      加熱面       断熱面     柱脚部拡大 

写真 4- 4 実験後の試験体(H1-03-42) 
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4.3 解析検討 

本節では，4.2 節で示した載荷加熱実験結果を解析で評価し解析手法の妥当性検証を行う。 

 

4.3.1 解析概要 

 本項で示す解析手法，解析手順，コンクリートおよび主筋のモデル化に用いる数式は第 2

章，第 3 章と同一である。第 2 章，第 3 章と重複する内容は含まれるが，詳細を以下に示

す。 

 

4.3.1.1 解析手法 

熱伝導解析により得られた各要素温度の時刻歴結果を用いた熱応力解析を行う。熱伝導

解析には汎用 FEM プログラム ABAQUS を使用して 2 次元ソリッド要素を用い，熱応力解

析には文献 4-5)の熱応力解析手法によるファイバーモデルを用いた。また，付加曲げモー

メントの影響を考慮するため，元たわみの影響を検討した第 2 章と同様に幾何学的非線形

効果を考慮した。 

 

4.3.1.2 解析モデル 

解析モデルを図 4- 11 に示す。断面は 196 要素に分割し，184 要素をコンクリートに，12

要素を主筋に割り当てた。主筋は要素中心位置および断面積が 4.2 節で示した試験体と概ね

一致するよう要素寸法を定めた。4 面加熱を受ける解析モデルにおいては，断面の対称性を

利用して 1/4 断面で熱伝導解析を実施したため，中央部の主筋を 2 要素に分割した。長さは

4500mm を 90 要素に分割して 1 要素の長さを全て 50mm とし，元たわみは与えず通直な

圧縮部材を想定した。材端の力学的境界条件は，載荷加熱実験において試験体の柱頭には

球座を設置したため，柱頭の回転は拘束せず変位は Z 方向以外を全て拘束(以下，ピン)し，

柱脚の回転及び変位は全て拘束(以下，固定)した。載荷加熱実験において球座は第 2 章で考

察した通り，球座に所定のモーメントが発生するまでは回転を拘束すると考えられる。こ

の所定のモーメントの大きさは球座面の摩擦抵抗に依存するため不明であるが，載荷加熱

実験において 1 面加熱とした試験体には加熱開始直後に面外変形により球座にモーメント

が発生し球座が回転することから，柱頭の力学的境界条件はピンとした。4 面加熱とした試

験体は中心圧縮であり，解析モデルには元たわみを与えていないことから，解析モデルの

長さや材端の力学的境界条件が解析結果に影響を与えることは無い。断面の加熱範囲は，4

面加熱については実験と同様に 4 辺を加熱し，1 面加熱については図 4- 2 に示した実験セ

ットアップと同様に，柱幅 600mm の面の片側のみを加熱し，裏面側の雰囲気温度は常温，

柱せい 250mm の面は断熱とした。柱高さ方向の加熱範囲は解析モデル全長とした。載荷加

熱実験においては実験セットアップの都合上，柱頭に非加熱区間が存在するが，文献 4-6)

に示すように，加熱区間と非加熱区間を有する部材の座屈長さは，非加熱区間側の材端の

力学的境界条件をピンとした場合，部材全長を加熱区間とした座屈長さとほぼ等しくなる。
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よって解析モデルでは，部材全長を加熱範囲とし，実験結果と比較することとした。 

 

 

(a) 立面                  (b) 断面 

図 4- 11 解析モデル 

 

4.3.1.3 解析手順 

立面モデルに示す所定の載荷位置に一定圧縮軸力を与えた後，熱伝導解析で得られた

時々刻々と変化する断面温度を立面モデルの Z 方向全ての要素に与えることで熱応力解析

を行う。 

 

4.3.1.4 熱伝導解析に用いる各種物性値 

ここで示す物性値は第 2 章，第 3 章と同一である。コンクリートの熱的性質には文献 4-7)

に記載の値を用い，主筋は考慮せず全てコンクリートと見做した。コンクリートの密度は

2.4×103kg/m3，含水率は 5.0%として 100～120℃間の蒸発潜熱を考慮した。加熱面の熱的

境界条件については，有効輻射率を 0.82，対流熱伝達率を 23.2W/(m2・K) とし，1 面加熱

を行う場合の非加熱面側の対流熱伝達率は 5.8W/(m2・K)とした。加熱温度は ISO834 に記

載されている標準加熱温度曲線を用いた。 

 

4.3.1.5 コンクリートおよび主筋の高温物性値 

コンクリートおよび主筋の高温物性値は，4.2.2.1 で示した熱間試験結果をモデル化した

ものを用いる。 

 コンクリートの応力度－応力ひずみ関係のモデル化に用いた Popovics 式 4-8)を式(4-1)に，
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式中の温度依存の変数を表 4- 5(a)に示す。表に記載の無い温度中間値は線形補間した。実

験結果と解析モデルの比較は図 4- 5 (a)に示した通り，良い対応を示した。コンクリート要

素に除荷あるいは除荷後再載荷が生じた場合は，当該要素温度におけるヤング係数の勾配

で応力度が変化することとした。 

 

     (4-1) 

   σ：応力度，εσ：応力ひずみ，σT：温度 T における圧縮強度， 

εT：温度 T における圧縮強度時の応力ひずみ 

nT：温度 T における形状係数 

 

表 4- 5 温度依存の変数 

(a) コンクリート 

 
(b) 主筋 

 
 

 自由熱膨張ひずみは図 4- 5(b)に示した通り実験結果を温度の 5 次関数で近似した。コン

クリートの過渡ひずみは Anderberg らによって式(4-2)で定義され 4-9)，K は 図 4- 5(c)に示

した通り実験結果をバイリニアで近似することで定めた。 

 

     (4-2) 

dεtr：過渡ひずみの増分量，K：過渡ひずみ発生量を表す係数， 

σ：応力度，σB：常温圧縮強度，dεth：自由熱膨張ひずみの増分量 

 

主筋の応力度－応力ひずみ関係のモデル化は，文献 4-10)と同様に応力ひずみを弾性ひず

みと塑性ひずみの和として表す式(4-3)を用いることとした。ヤング係数の温度依存性につ

いては文献 4-5)の回帰式を用いた。式中の温度依存の変数を表 4- 5(b)に示す。表に記載の

σ = σT
εσ
εT

nT

nT -1+(εσ/εT )
nT

温度T  [℃] 20 200 400 600 700 800 以上

圧縮強度σ T  [N/mm2] 123 86.4 71.5 65.5 45.4 1.2

ヤング係数E T  [×104 N/mm2] 4.30 3.54 2.76 2.49 2.28 0.04

圧縮強度時の応力ひずみε T  [μ] 3334 2982 3640 3431 2979 2979

形状係数n T 10.18 6.75 3.59 4.57 2.53 2.53

20 200 400 600 800 1000以上

1.92 1.83 1.58 1.15 0.56 0.16

σ k  [N/mm2] 1010.7 1198.3 859.0 269.9 57.3 25.2

k 8.18 6.86 9.94 25.12 35.47 15.45

ヤング係数E T  [×105 N/mm2]

温度T  [℃]

塑性ひずみを

定める係数

dεtr = K
σ
σB

(- dεth)
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無い温度中間値は線形補間した。実験結果と解析モデルの比較は図 4- 6 に示した通り，良

い対応を示した。主筋要素に除荷あるいは除荷後再載荷が生じた場合は，コンクリートと

同様に当該要素温度におけるヤング係数の勾配で応力度が変化することとした。 

 

      (4-3) 
 εσ：応力ひずみ，εe：弾性ひずみ，εp：塑性ひずみ， 

σ：応力度，ET：温度 T におけるヤング係数 

σk, k：温度 T における塑性ひずみを定める係数 

 

4.3.2 熱伝導解析結果 

熱応力解析を行うにあたり，図 4- 11(b)の断面モデルを構成する各要素の断面温度を熱伝

導解析により把握する。そこで，図 4- 11 (b)の断面モデルを対象とした解析に先立ち，図

4- 7 の断面温度の実験結果を用いて，熱伝導解析に用いる各種物性値の妥当性を確認するた

めの予備解析を行った。予備解析モデルとしては，図 4- 4 の熱電対位置を正確に表すため，

600mm×250mm の断面を 1mm 角のメッシュに分割した断面を対象とすることとした。予

備解析における熱伝導解析結果は図 4- 7 に破線で示した。実験結果に関して，H4-03-0 は

かぶりコンクリートの温度である ce-0,ce-15 が加熱約 100 分以降で低くなる現象がみられ，

加熱中にコンクリートに生じたひび割れ等の影響の可能性があるが，原因は不明である。

H1-03-0 の ce-0,ce-15 についても同様に，加熱約 100 分以降で温度の上昇が緩やかになる

現象がみられたが，その他の温度は試験体が破壊に至るまで実験結果と概ね一致したため，

熱伝導解析には 4.3.1.4 で示した各種値を用いることとした。 

 

4.3.3 熱応力解析結果 

柱頭鉛直変位の経時変化，耐火時間における水平変位および非加熱面側コンクリート表

面の応力ひずみ分布について，解析結果は図 4- 8 およびに図 4- 9 に破線で示した。実験結

果と解析結果を比較すると，柱頭の鉛直変位，耐火時間における水平変位を概ね良く評価

できた。非加熱面側コンクリートの表面ひずみに関して，偏心圧縮とした試験体(H1-03-25，

H1-03-42)の柱頭においては実験結果よりも解析結果が大きくなったが，これは，実験では

試験体の柱頭に載荷用の梁形を設けたのに対し，解析では解析モデルの長さ方向を図 4- 

11(b)に示す断面で一様としたため実験における柱頭の断面が大きいこと，また実験では試

験体の柱頭に非加熱区間が存在するのに対し，解析では解析モデルの全長を加熱区間とし

たため柱頭において加熱面側の収縮により大きな曲率が生じたことが原因と考えられる。

なお，解析においても柱脚における非加熱面側コンクリート表面の応力ひずみが図 4- 9 に

一点鎖線で示した圧縮強度時の応力ひずみ(3334μ)に達することで破壊に至り，実験の破壊

挙動を解析で評価できた。 

εσ = εe + εp =          +
ET σk

σ σ k
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軸力比と耐火時間の関係を図 4- 12 に示す。熱応力解析は載荷加熱実験を行った軸力比に

加え，軸力が耐火時間に与える影響を把握するため，軸力比 0.2～0.9 の範囲を 0.1 間隔で

実施した。各載荷加熱実験結果と解析結果は良い対応を示している。なお，4 面加熱とした

解析モデルを対象に，第 2 章で提案した接線係数理論に基づく座屈耐力を両端部の回転を

拘束した座屈長さで評価した結果，軸力比 0.2 においては断面耐力により圧縮破壊する 301

分よりやや短い 299 分で座屈により耐火時間に至り，軸力比 0.3～0.9 の範囲においては座

屈せず断面耐力により圧縮破壊する結果となった。1 面加熱で軸力の偏心距離が異なる解析

結果に関して(図 4- 12 の△と○と×)，偏心距離が大きいほど同軸力比における耐火時間は

短くなった。また，中心圧縮で加熱条件が 4 面加熱と 1 面加熱で異なる解析結果(図 4- 12

の□と△)に関して，軸力比が約 0.3 を超えると，同軸力比における耐火時間は 4 面加熱に

比べ 1 面加熱が短くなった。 

 

 
図 4- 12 軸力と耐火時間の関係 

 

4.4 まとめ 

片面加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の火災時挙動を明らかにすることを目的とし，

常温圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた，250×600mm の長方形断面で高さが

4500mm の RC 長柱の載荷加熱実験を実施した。また，幾何学的非線形を考慮した熱応力

解析により実験結果を評価することで解析手法の妥当性を検証し，以下の知見を得た。 

・片面加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の載荷加熱実験結果に対し，第 2 章，第 3 章

と同一の解析手法および使用材料の熱間材料試験に基づく解析モデルを用いることで，

火災時における変形挙動，破壊位置および耐火時間を概ね良く評価できる。 

・片面加熱を受ける場合，固定端には面外変位に伴う回転拘束モーメントが柱の水平変位

を抑制する向きに発生する。 

・本解析モデルにおいて，中心圧縮で 1 面加熱と 4 面加熱を受ける場合の耐火時間は，軸

力比が約 0.3 を超えると，同軸力比では 4 面加熱に比べ 1 面加熱が短くなる。 
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5.1 はじめに 

本章では，RC 長柱を有する平面骨組を対象とし，梁の熱膨張により生じる部材角の大き

さ，軸力の偏心量，元たわみの有無，片面加熱の有無，座屈長さを変数として組み合わせ

た複数の骨組に対して熱応力解析を行い，RC 長柱の火災時における荷重支持能力や変形挙

動，破壊性状を明らかにする。さらに，これらが RC 長柱の耐火性能に与える影響の程度を

明らかにすることで，構造設計時に留意すべき条件を把握することを目的とする。 

 

5.2 解析概要 

本節で示す解析手法，コンクリートおよび主筋のモデル化に用いる数式は，載荷加熱実

験における RC 長柱の耐火時間や変形挙動，破壊性状を精度良く評価できた第 2 章～第 4

章と同一である。第 2 章～第 4 章と重複する内容は含まれるが，詳細を以下に示す。 

 

5.2.1 解析手法 

熱伝導解析により得られた各要素温度の時刻歴結果を用いた熱応力解析を行う。熱伝導

解析には汎用 FEM プログラム ABAQUS を使用し 2 次元ソリッド要素を用いた。熱応力解

析には文献 5-1)のファイバーモデルを用い，幾何学的非線形効果を考慮した。 

 

5.2.2 骨組モデルと設定条件 

 

5.2.2.1 共通の条件 

骨組の共通する条件について，骨組モデルの一例を図 5- 1(a)に，柱部材の断面を図 5- 2

に示す。解析対象は 14 層 3 スパンの平面骨組とした。柱は X1～X3 通りを図 5- 2(a)に示す

600mm 角の正方形断面を有する RC 柱，X4 通りを図 5- 2(b)に示す 250×400mm 角の長方

形断面を有する RC 長柱で全層同一とし，常温圧縮強度約 120N/mm2の高強度コンクリー

トを用いた。RC 長柱の材端節点間の距離と断面の 小径の比は 16 である。梁は全て鉄骨

とし，SM490A を用いた。柱に所定の軸力が導入されるよう，全ての梁のスパン中央に一

定集中荷重Pを載荷した。骨組の設定条件に応じてある特定の階における火災を想定する。

加熱温度は ISO834 に記載されている標準加熱温度曲線(以下，ISO834 加熱)を用いること

とし，火災発生階以外の部材温度は常温で一定とした。各部材の分割数に関して，柱は火

災発生階と近接する 3 層分は応力状態を詳細に把握するため 8 分割し，その他の層は 2 分

割した。梁は全て 2 分割し，後述する柱に偏心圧縮を導入する場合は別途図 5- 1(b)に示す

ように偏心用の剛体梁を設けた。 

なお，RC 長柱は曲げ剛性が小さいため主に軸力を負担する部材として建物に使用され，

地震時の水平力およびねじれに対する剛性は別途耐震壁等の耐震要素が負担する 5-2)。偏平

断面を有する柱においては断面の強軸方向に水平剛性を高める耐震要素として使用される

5-3)ため，建物は立体骨組として所定の耐震性を有している。本平面骨組モデルは，これら
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の耐震要素を有する立体骨組の一部を想定している。 

 

 

図 5- 1 骨組モデル 

 

 

(a) X1~X3 通りの柱         (b) X4 通りの柱 

図 5- 2 断面モデル 
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5.2.2.2 変数とする条件 

解析ケース一覧を表 5- 1 に示す。表には 5.3 節で示す解析結果の耐火時間も示した。以

下から順に示す通り，各条件を設定した複数の骨組をそれぞれ比較することで，RC 長柱に

生じる部材角，偏心圧縮，元たわみ，片面加熱，座屈長さが耐火性能に与える影響を検討

する。 

 

表 5- 1 解析ケース一覧 

 

 

5.2.2.2.1 部材角の影響を把握するための設定条件 

RC 長柱と隣接する X3-X4 スパン間距離，火災発生区画の 2 条件を用いて検討する。 

X3-X4 スパン間距離は 6m と 18m とすることで，梁の熱膨張量を 2 水準設定した。 

火災発生区画は 1 階の層全体火災と 1 階 X3-X4 スパン間の区画火災の 2 水準設定した。

火災時に柱に生じる部材角は周辺骨組の剛性に応じて異なるが，本骨組の層全体火災では

X3,X4 通りの 1 階柱頭が X 軸正方向に変位し，区画火災では X3~X4 間の梁が相対的に剛性

の大きい X1-X3 側の骨組を反力として X4 通りの 1 階柱頭を押し出すように変位する。 

 

5.2.2.2.2 偏心軸力の影響を把握するための設定条件 

 偏心率は 0 と 0.3 の 2 水準設定した。偏心率 0.3 は図 5- 1 (b)に示したように 75mm の偏

心を与える。 

 

 X3-X4

間の距離

[m]

1階柱脚の

固定条件

梁端の

固定条件

火災発生階に

おける
RC長柱の軸力比

*1

N TOTAL /(A・σB)

火災

発生階

火災発生

区画

梁の

熱膨張

軸力の

偏心率*2

e  /D

元たわみ

α  /h*3
裏面の

温度条件
*4

1 6 固定 ピン 0.23 1 層全体 小 0 0 加熱 186

2 18 固定 ピン 0.23 1 層全体 大 0 0 加熱 166

3 6 固定 ピン 0.23 1 層全体 小 0.3 0 加熱 185

4 6 固定 ピン 0.23 1 層全体 小 0 1/1000 加熱 177

5 6 固定 ピン 0.23 1 層全体 小 0 0 常温 210

6 6 固定 ピン 0.23 1 層全体 小 0 0 低速加熱 263

7 18 固定 ピン 0.23 1 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 159

8 18 ピン ピン 0.23 1 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 95

9 18 固定 固定 0.23 1 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 174

10 18 固定 ピン 0.15 1 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 205

11 18 固定 ピン 0.15 6 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 203

12 18 固定 ピン 0.23 1 1区画 大 0.3 1/1000 加熱 167

13 18 固定 ピン 0.23 1, 2 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 69

14 18 ピン ピン 0.23 1, 2 層全体 大 0.3 1/1000 加熱 25

15 18 ピン ピン 0.23 1 層全体 大 0.3 1/1000 常温 108

16 18 ピン ピン 0.23 1 層全体 大 0.3 1/1000 低速加熱 104

*1：N TOTAL  …RC長柱の軸力, A…RC長柱の断面積, σB…コンクリートの常温圧縮強度

*2：e …RC長柱の柱頭に接合される梁から伝達される軸力の偏心量, D…RC長柱の柱せい(=250mm)

*3：α  …RC長柱の高さ方向中央部の元たわみ量, h…RC長柱の高さ(=4000mm)

*4：T =β ×345log(8t +1)+20, T …加熱温度[℃], t …加熱時間[分], β…加熱 : 1.0, 低速加熱 : 0.5, 常温 : 0.0

解析

ケース

骨組の条件 RC長柱の条件火災の条件

耐火時間

[分]
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5.2.2.2.3 元たわみの影響を把握するための設定条件 

元たわみ α /h は 0(元たわみ無し)と 1/1000 の 2 水準設定した。元たわみは X 軸正方向に

正弦形半波の元たわみを与えた状態で隣接する部材を接合した。第 3 章において耐火性能

が大きく低下する閾値が概ね α /h =1/1000 であったことから，この値を選定した。また，

次章で述べるが，元たわみの無い通直な部材の場合，RC 長柱は屋外側に凸の変形が生じ破

壊に至ることから，元たわみは耐火性能が低くなる屋外側に凸の形状とした。 

 

5.2.2.2.4 片面加熱の影響を把握するための設定条件 

RC 長柱断面の内，屋内側 3 面の加熱温度は ISO834 加熱とし，屋外側 1 面の加熱温度は

式(5-1)に示す通り β を 3 水準設定することで，火災発生区画内外における温度差の影響を

検討する。 

 

  T =β×345log(8t +1)+20     (5-1) 

T：屋外側の加熱温度[℃]，t：加熱時間[分]，β：屋外側の加熱条件による定数(屋内

と同一の ISO834 加熱：β =1.0，低速加熱：β =0.5，常温(非加熱)：β =0.0) 

 

5.2.2.2.5 座屈長さの影響を把握するための設定条件 

1 階柱脚の支持条件，RC 長柱に接合する梁端部の接合条件，火災発生階，吹き抜けの 4

条件を用いて検討する。 

1 階柱脚の支持条件は固定とピンの 2 水準設定した。 

RC 長柱に接合する梁端部の接合条件はピン接合と剛接合の 2 水準設定した。梁端部を剛

接合とすることで RC 長柱材端の固定度が大きくなり座屈長さが短くなる。なお，RC 長柱

と接合する梁は柱の弱軸周りに曲げを伝達しないようにピン接合されることが多いことか

ら例えば 5-3)，X3-X4 間の梁端はピン接合を基本とした。 

火災発生階は 1 階と 6 階の 2 水準設定した。1 階火災では柱脚を固定端としたが，6 階火

災では柱脚の固定度が低いため座屈長さが長くなる。 

 吹き抜けは無し，X3-X4 間の 1-2 階吹き抜けの 2 水準設定した。吹き抜けを有する骨組

モデルは X3-X4 間の 1 階の梁を無くことで作成し，吹き抜け内部の温度は ISO834 加熱で

一様とした。 

 

5.2.3 解析手順 

図 5- 1 に示した梁の中央位置に所定の一定集中荷重 P を与えた後，熱伝導解析で得られ

た時々刻々と変化する断面温度を火災加熱を受ける全ての柱・梁に与えることで熱応力解

析を行う。 
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5.2.4 解析に用いる各種物性値 

 

5.2.4.1 熱伝導解析 

本節で示す RC 長柱および RC 柱の解析に使用する各種物性値は第 2 章～第 4 章と同一

である。コンクリートの熱的性質には文献 5-4)に記載の値を用い，主筋は考慮せず全てコ

ンクリートと見做した。コンクリートの密度は 2.4×103kg/m3，含水率は 5.0%として 100

～120℃間の蒸発潜熱を考慮した。加熱面の熱的境界条件については有効輻射率を 0.82 と

し，対流熱伝達率は屋外側を常温(式(5-1)の β =0.0)とした場合の屋外側は 5.8W/(m2・K)，

その他の場合は全て 23.2W/(m2・K) とした。 

 S 梁の温度算定に用いる各種物性値および算定式は，耐火性能検証法 5-5)に記載されてい

る被覆鋼材の温度上昇算定式 5-6)を用いることとし，梁の上フランジは床スラブと密着した

構造で3面から加熱を受けるものとした。S梁の断面形状は6mスパンをH600*250*12*19，

18m スパンを H900*250*16*22 とし，鋼材の密度は 7.85×103kg/m3とした。耐火被覆材

は共に厚さ 40mm の繊維混入ケイ酸カルシウム板とし，被覆材の裏面へ熱が浸透するまで

の時間(以下，温度上昇開始時間)の算定には密度 4.2×102kg/m3，比熱 8.0×10-4J/(kg・K)，

熱伝導率 0.18W/(m・K)を用いた 5-7)。 

 

5.2.4.2 熱応力解析 

RC 長柱および RC 柱の解析に用いるコンクリートと主筋の高温物性値は，第 4 章で片面

加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の火災時挙動を精度よく評価できた，材料の熱間試験

結果をモデル化したものと同一の値を用いる。 

S 梁の解析に用いる応力度－応力にのみ依存するメカニカルなひずみ(以下，応力ひずみ)

関係と，自由熱膨張ひずみと温度の関係を図 5- 3 に示す。応力度－応力ひずみ関係は文献

5-8)の実験結果を主筋と同様に式(5-2)および表 5- 2 に示した温度依存の変数を用いてモデ

ル化した。600℃以上の温度は実験結果が無く，本章は RC 長柱の火災時挙動の把握を目的

としていることから，600℃以上の応力度－応力ひずみ関係は 600℃で一定とした。自由熱

膨張ひずみは式(5-3)で定めた 5-9),5-10)。 
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(a)応力度－応力ひずみ関係(SM490A)   (b) 自由熱膨張ひずみ－温度関係 

図 5- 3 鋼材の解析モデル 

 

       (5-2) 

   εσ：応力ひずみ，εe：弾性ひずみ，εp：塑性ひずみ， 

σ：応力度，ET：温度 T におけるヤング係数 

σk, k：温度 T における塑性ひずみを定める係数 

 

表 5- 2 鋼材(SM490A)の温度依存の変数 

 

 

  εth = (10.8+0.00675T )T ×10-6     (5-3) 

      εth：自由熱膨張ひずみ，T：温度[℃] 
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5.3 平面骨組の解析結果と検討 

 

5.3.1 各部材の断面温度 

RC 長柱，RC 柱および S 梁の断面温度の経時変化を図 5- 4 に示す。S 梁の温度は断面で

一様とした。RC 長柱の温度は屋外温度の加熱条件により大きく異なり，屋外温度が常温に

近いほど断面に大きな温度勾配を有する。S 梁は断面が大きく熱容量が大きい

H900*250*16*22 の温度がやや低くなった。また，温度上昇開始時間と，被覆材の水分が

蒸発する間の 100℃で停滞する時間(以下，温度上昇遅延時間)の影響で，鋼材温度はそれぞ

れ加熱約 50 分までは 100℃以下となった。 
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(a) RC 長柱(裏面温度：ISO834 加熱)   (b) RC 長柱(裏面温度：常温) 

   

(c) RC 長柱(裏面温度：低速加熱)         (d) RC 柱 

 

   

(d) S 梁 

図 5- 4 断面の温度 
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5.3.2 耐火時間と RC 柱の変形挙動 

本節では 5.2.2.2 で示した通り，表 5- 1 に示した各条件を設定した複数の解析ケースをそ

れぞれ比較することで，RC 長柱に生じる部材角，偏心圧縮，元たわみ，片面加熱，座屈長

さが耐火性能に与える影響を検討する。なお，本解析に先立ち，図 5- 2(b)に示した断面お

よび骨組の階高と同一の 4m の長さを有する RC 長柱の，中心圧縮軸力，断面全周を ISO834

加熱とした条件下における基本的な解析モデルの耐火時間を把握するため，第 2 章で示し

た接線係数理論に基づく座屈耐力を算定した。その結果，RC 長柱の柱頭と柱脚の回転を完

全に拘束した座屈長さにおいては，座屈は発生せず断面耐力による圧縮破壊が加熱 240 分

で生じた。この結果と表 5- 1 に示した解析ケースの内，屋外側の加熱条件を β =1.0 とした

RC 長柱の耐火時間を比較すると，骨組には 5.2.2 項で設定した各種条件の影響が生じるた

め，表 5- 1 に示す RC 長柱の耐火時間が短くなる結果となった。 

 

5.3.2.1 部材角の影響 

(case1,2 と case7,12 の比較) 

RC 長柱と隣接する X3-X4 スパン間距離を 6m とした case1 と，18m とした case2 を比

較する。耐火時間における X3,4 通りの柱の水平変位分布と X4 通りの RC 長柱の曲げモー

メント分布を図 5- 5 に示す。梁の熱膨張により 1 階柱頭に水平変位が case1 で約 80mm，

case2 で約 130mm 生じ，部材角はそれぞれ約 1/50，1/31rad となったが，耐火時間に大き

な差はみられなかった。柱の中央では柱頭よりも大きな水平変位が屋外側に凸の形状で生

じ，軸力による付加曲げモーメントの影響で 1 階中央部の曲げモーメントが大きくなった。 

 

 
図 5- 5 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case1 と case2 の比較) 
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火災発生階 X3-X4 間における S 梁の熱膨張による水平伸びと軸力の経時変化を図 5- 6 に

示す。水平伸びは梁端節点の相対水平変位を示した。解析結果の水平伸びは式(5-3)による

自由熱膨張量とほぼ等しい。梁に生じる軸力に関して，加熱初期の温度上昇開始時間以降

は梁の膨張とともに圧縮軸力が増加し，温度上昇遅延時間帯は梁の膨張が止まり柱の曲げ

剛性が低下するため圧縮軸力は減少し，その後は軸力が引張に転じて耐火時間に至った。

また，図 5- 5 に示すように RC 長柱の 1 階柱脚に曲げモーメントの減少が見られるが，こ

れは図 5- 7 に示すように S 梁に生じる引張力によるものである。また，X3~X4 間の梁に生

じる軸力の階毎の分布を図 5- 8 に示す。圧縮力が 大となる 24 分と耐火時間における結果

を示した。加熱初期は図 5- 8 (a)に示すように各階ごとに軸力の正負が入れ替わり，火災発

生階から離れるにつれ軸力の絶対値が小さくなった。また耐火時間においては 2 階の梁に

は軸力がほとんど生じない結果となった。 

 

 

図 5- 6 1 階 S 梁の水平伸びと軸力の経時変化(case1 と case2 の比較) 
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図 5- 7 耐火時間におけるモーメント分布 
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図 5- 8 各階における S 梁の軸力分布 
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次に，1 階の層全体火災を想定した case7 と，X3-X4 間の区画火災想定した case12 を比

較する。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図 5- 9 に示す。X3~X4

間の梁の熱膨張量は case7 と 12 でほぼ同じであるが，X3 通りの RC 柱の水平変位が異な

るため部材角は case7 の方が大きい。しかし，曲げモーメント分布と耐火時間に大きな差

はみられなかった。 

 

 
図 5- 9 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case7 と case12 の比較) 

 

以上の結果から，梁の熱膨張により RC 長柱に生じる部材角が 1/31rad 以下の範囲におい

ては，耐火性能に与える影響は小さいと考えられる。 
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5.3.2.2 偏心軸力の影響 

(case1,3 の比較) 

1 階の梁から RC 長柱に伝達される軸力の偏心率を 0.3 とした case1 と，偏心率を 0.3 と

した case3 を比較する。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図 5- 

10 に示す。偏心軸力が生じた場合においても水平変位分布，曲げモーメント分布，耐火時

間に大きな差はみられなかった。よって，RC 長柱に生じる偏心軸力が耐火性能に与える影

響は小さいと考えられる。 

また，軸力の偏心率を 0.3 と大きく設定した本解析においても耐火性能の低下はほぼみら

れなかったことから，施工上不可避となる微小な偏心についても同様に，耐火性能に与え

る影響は小さいと考えられる。 

 

 
図 5- 10 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case1 と case3 の比較) 
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5.3.2.3 元たわみの影響 

(case1,4 の比較) 

RC 長柱の元たわみ α /h を 0(元たわみ無し)とした case1 と，1/1000 とした case4 を比較

する。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図 5- 11 に示す。元たわ

みを有する場合において水平変位分布，曲げモーメント分布，耐火時間に大きな差はみら

れなかった。よって，元たわみ α /h が 1/1000 以下の範囲においては，耐火性能に与える影

響は小さいと考えられる。 

 

 
図 5- 11 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case1 と case4 の比較) 
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5.3.2.4 片面加熱の影響 

(case1,5,6 と case8,15,16 の比較) 

屋外側の加熱温度に関して，式(5-1)の β =1.0 とした case1，β =0.0 とした case5，β =0.5

とした case6 の比較を行う。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を

図 5- 12 に示す。断面の熱劣化範囲が も大きい β =1.0 とした RC 長柱の耐火時間が短く

なった。破壊時に RC 長柱は屋外側に凸状の変形が生じ，柱頭および柱脚には回転を拘束す

る曲げモーメントが生じる。この曲げモーメントは屋外側の温度が低く断面の温度勾配が

急なほど大きくなり，さらに柱頭よりも回転を完全に拘束した柱脚に大きく生じる。その

結果 case5,6 では，1 階における RC 長柱のほぼ全長が屋内側引張となる方向に曲げモーメ

ントが生じた。 

次に，柱脚をピン支持とした case8,15,16 の同様の解析結果を図 5- 13 に示す。case8 が

β =1.0，case15 が β =0.0，case16 が β =0.5 である。この場合においても β =1.0 の耐火時

間が も短くなった。β =0.0 よりも β =0.5 の耐火時間が短くなったがその差は小さく，耐

火時間に大きな差は見られなかった。 

以上の結果から，RC 長柱に生じる水平変位に伴う材端の回転拘束モーメントは非加熱面

側の温度によって大きく異なる結果となり，RC 長柱の水平変位を抑制する向きに発生する。

耐火時間は本解析条件においては β =1.0 とした場合が も短くなった。 
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図 5- 12 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case1 と case5 と case6 の比較) 

 

 

図 5- 13 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case8 と case15 と case16 の比較) 
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5.3.2.5 座屈長さの影響 

(case7,8 と case7,9 と case10,11 と case7,13,14 の比較) 

RC 長柱の 1 階柱脚の力学的境界条件を固定とした case7 と，ピンとした case8 の比較を

行う。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図 5- 14 に示す。柱脚を

固定とした場合，柱に水平変位が大きく生じても端部に回転を拘束する曲げモーメントが

生じるため RC 長柱中央部の水平変位と曲げモーメントは小さくなるが，柱脚をピンとした

場合は加熱後早期に RC 長柱中央部に水平変位と曲げモーメントが大きく生じ，耐火時間が

大幅に短くなった。 

 

 
図 5- 14 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case7 と case8 の比較) 
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次に，RC 長柱に接合する梁端部の接合条件をピン接合とした case7 と，全層で剛接合と

した case9 の比較を行う。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図

5- 15 に示す。火災発生階における水平変位分布，曲げモーメント分布に大きな差はみられ

なかった。梁端部を剛接合とすることで RC 長柱の座屈長さが短くなるため耐火時間はやや

長くなったが，その差は小さかった。なお，梁端を剛接合とした場合は RC 長柱の軸縮みに

伴い軸力が減少する。RC 長柱に生じる軸力の経時変化を図 5- 16 に示す。軸力は約 3%低

下しており，耐火時間の上昇にはこの影響も含まれるが，軸力の減少は非常に小さく，梁

端部の接合条件が耐火性能に与える影響は小さいと考えられる。 

 

 
図 5- 15 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case7 と case9 の比較) 

 

 
図 5- 16 RC 長柱軸力の経時変化(case7 と case9 の比較)  
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次に，1 階の層全体火災とした case10 と，6 階の層全体火災とした case11 の比較を行う。

火災発生階における RC 長柱の軸力は両解析ケースで同一となるよう梁の載荷荷重 P を調

整した。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布を図 5- 17 に示す。1 階

の層全体火災とした場合は柱脚の回転が完全に拘束されているため座屈長さが短く耐火時

間が長くなったが，その差は小さく，耐火時間において火災発生階に発生する水平変位と

曲げモーメントは概ね同じとなった。 

 

 

図 5- 17 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case10 と case11 の比較) 
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次に，1 階のみで火災を想定した case7 と，X3-X4 間の 1 階の梁を無くして吹き抜けを想

定した case13と，case13の柱脚をピン支持とした case14の比較を行う。case13,14のX3-X4

間では 2 階の梁が加熱される。耐火時間における柱の水平変位分布と曲げモーメント分布

を図 5- 18 に示す。X3-X4 間を吹き抜けとすることで座屈長さが長くなり耐火時間が大幅に

短くなった。case13,14 の耐火時間においては 2 階の S 梁の温度は図 5- 4(e)から 150℃以下

であり，熱膨張量は小さく RC 長柱の柱頭水平変位は小さいが，RC 長柱の中央部で水平変

位が大きく生じ，軸力による付加曲げモーメントも大きく発生した。 

 

 

図 5- 18 耐火時間における水平変位とモーメント分布(case7 と case13 と case14 の比較) 
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5.3.3 破壊モード 

本章では，骨組において RC 長柱に生じる部材角，偏心圧縮，元たわみ，片面加熱，座屈

長さを複数組み合わせたため，RC 長柱には前節で示した通り様々な水平変位や曲げモーメ

ントが生じる。本項では，各解析ケースにおいて RC 長柱に生じる曲げモーメントと曲げ耐

力(以下，Mp)の関係について検討するとともに，RC 長柱の残存座屈耐力について検討し，

RC 長柱の破壊モードを明らかにする。 

 

5.3.3.1 曲げ塑性ヒンジの形成位置 

第 3 章では，元たわみを有する RC 長柱に生じる曲げモーメントと Mp の関係について

検討し，RC 長柱の破壊モードについて考察した。ここでも同一の手法により RC 長柱の

Mp を求め，RC 長柱に形成される塑性ヒンジの位置と数を把握し，破壊モードについて考

察する。 

Mp は第 3 章で示した通り，断面に生じる全体ひずみの内，自由熱膨張ひずみと過渡ひず

みを固定した状態で断面に曲率を与え，全体ひずみ増分の平面保持を仮定し，軸力と断面

力の釣り合いが成立する中立軸位置を求めることで得られる曲げモーメント－曲率関係の

モーメントの 大値と定義した。 

前節で示した RC 長柱の曲げモーメントが Mp に達した位置の一覧を表 5- 3 に示す。Mp

は分割した要素ごとに求めた。耐火時間において case1~5,9,15,16 は 2 ヒンジが，その他の

解析ケースは 3 ヒンジが発生していた。- 
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表 5- 3 Mp の形成位置 

 

  

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

3950~4000 * * * * * * * * * * *

3300~3950

2650~3300

2000~2650 * * * * * * * * * * *

1350~2000

700~1350

50~700 *

0~50 * * * － * * *

ヒンジ数の

合計
2 2 2 2 2 3 3 3 2 3 3 3

解析ケース
要素の位置

(柱脚からの距離)

[mm]

13 14

7950~8000 * *

6650~7300,7300~7950

5350~6000,6000~6650

4050~4700,4700~5350

4000~4050 *

3300~3950,3950~4000

2650~3300 *

1350~2000,2000~2650

50~700,700~1350

0~50 * －

ヒンジ数の

合計
3 3

要素の位置
(柱脚からの距離)

[mm]

解析

ケース

15 16

3950~4000

3300~3950

2650~3300

2000~2650

1350~2000 * *

700~1350

50~700

0~50 － －

ヒンジ数の

合計
2 2

－: 柱脚ピン支持

解析

ケース

 * : Mpに達した要素

要素の位置
(柱脚からの距離)

[mm]
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5.3.3.2 座屈荷重 

3 ヒンジが形成されずに耐火時間に達した解析ケースに関して，第 2 章で示した接線係数

理論により求まる接線係数 E・I を用いて座屈荷重を求め，RC 長柱に加わっている軸力と

比較する。 

耐火時間における接線係数分布を図 5- 19 に示す。図中には中心圧縮軸力，同一の加熱条

件で高さ方向 1 要素として求めた接線係数と，曲げモーメントが Mp に達し塑性ヒンジが

形成された箇所も併せて示した。高さ方向 1 要素とした場合は片面加熱においても水平変

位は生じないため，曲げ剛性は柱高さ方向で一様となる。図 5- 19 から，曲げモーメントが

比較的小さい位置における接線係数は高さ方向 1 要素として求めた接線係数(図中の破線)

とほぼ等しくなったが，曲げモーメントが大きく生じた位置では断面に曲率が大きく生じ

るため接線係数は小さくなった。 
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case1(186 分)   case2(166 分)   case3(185 分)   case4(177 分) 

 

case5(210 分)   case9(174 分)   case15(108 分)   case16(104 分) 

図 5- 19 耐火時間における接線係数分布 
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座屈荷重は，図 5- 19 の接線係数分布と塑性ヒンジの位置を用いて座屈解析により求める。

解析は，汎用 FEM プログラム ABAQUS を使用して梁要素を用いた。断面は図 5- 2(b)と同

一の 250×400mm 角の長方形とし，接線係数 E・I が図 5- 19 と一致するよう E を調整し

た。柱長さ 4000mm を 160 要素に等分し，耐火時間における変位は与えずに通直な部材を

対象とした。解析結果と軸力の比較を表 5- 4 に示す。解析結果は図 5- 19 の塑性ヒンジの

位置をピン接合とした場合と剛接合とした場合を示した。座屈荷重は塑性ヒンジを考慮す

ることで軸力を大きく下回った。よって，3 ヒンジが形成されずに耐火時間に達した解析ケ

ースは，塑性ヒンジが形成されることで座屈長さが長くなり，座屈荷重が急激に低下する

ことで破壊に至ったと考えられる。 

なお，本座屈解析に関して，例えば図 5- 19 に示す case1 の RC 長柱高さ中央 1 箇所のみ

に塑性ヒンジを仮定した場合，座屈荷重は 2273kN となり RC 長柱に加わっている軸力

2836kN を下回った。よって，本論文において骨組の熱応力解析は時間刻みを 1 分としたが，

さらに細かい時間刻みとした場合は RC 長柱高さ方向の一部に先行して塑性ヒンジが形成

され，座屈荷重が急激に低下することで水平変位が増大し，解析ケースに応じて連鎖的に 2

箇所目，3 箇所目の塑性ヒンジが形成されることで RC 長柱が破壊に至ると考えられる。 

 

表 5- 4 座屈解析結果 

 
  

ヒンジ無しの場合 ヒンジを考慮した場合

case1 7128 1741

case2 7010 1949

case3 7278 1823

case4 7494 2057

case5 16067 114

case9 7523 1988

case15 5825 2020

case16 5244 1746

座屈荷重(解析結果) [kN]

2836

軸力

 [kN]
解析

ケース
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5.4 まとめ 

実構造物における RC 長柱の火災時挙動を明らかにすることを目的とし，常温圧縮強度約

120N/mm2 のコンクリートを用いた，250×400mm の長方形断面で材端接点間の距離が

4000mm の RC 長柱を有する 14 層 3 スパンの平面骨組の熱応力解析を行った。梁の熱膨張

により生じる部材角，偏心圧縮，元たわみ，片面加熱，座屈長さの違いに着目し，これら

が RC 長柱の耐火性能に与える影響を検討した結果，以下の知見を得た。常温圧縮強度約

120N/mm2のコンクリートを用いた，  

・梁の熱膨張により RC 長柱に生じる部材角が 1/31rad 以下の範囲においては，耐火性能に

与える影響は小さい。梁の熱膨張量は自由熱膨張量とほぼ等しく，梁には加熱初期には

圧縮軸力が生じるが，RC 長柱の破壊時においては引張軸力が生じる。 

・RC 長柱に生じる偏心軸力が耐火性能に与える影響は小さい。軸力の偏心率 e /D を 0.3(偏

心距離 e =75mm)と大きく設定した本解析においても耐火性能の低下はほぼみられなか

ったことから，施工上不可避となる微小な偏心についても同様に，耐火性能に与える影

響は小さい。 

・RC 長柱の元たわみ α /h が 1/1000 以下の範囲においては，耐火性能に与える影響は小さ

い。 

・片面加熱を受ける場合の RC 長柱の耐火時間は，断面全周を ISO834 加熱とした場合より

も長い。RC 長柱に生じる水平変位に伴う固定端の回転拘束モーメントは非加熱面側の温

度によって異なり，柱の水平変位を抑制する向きに発生する。 

・梁端部の固定条件や火災発生階の違いによる RC 長柱の座屈長さの違いが耐火性能に与え

る影響は小さいが，RC 長柱の材端をピン支持する場合や吹き抜けを設けて座屈長さが大

幅に長くなる場合は耐火性能が大きく低下する。 

・破壊モードに関して，RC 梁が曲げにより破壊する場合は 3 ヒンジが形成されるが，軸力

を負担する RC 長柱は高さ方向の一部に塑性ヒンジが形成され，座屈長さが長くなること

で座屈荷重が急激に低下するとともに水平変位が増大し，解析ケースに応じて連鎖的に 2

箇所目，3 箇所目の塑性ヒンジが形成されることで破壊に至ると考えられる。 

 以上から，RC 長柱の耐火性能を大きく低下させる可能性がある要因は座屈長さであり，

構造設計時には RC 長柱の座屈長さを適切に評価する必要がある。RC 長柱の火災時耐力が

小さくなる場合には，RC 長柱が負担する軸力を小さくする，あるいは火災時に RC 長柱が

破壊した場合でも周辺部材に応力再配分し架構として崩壊しないような計画とするなど，

配慮する必要がある。  
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6.1 各章の結論の総括 

 以下に，本研究の各章で得た知見をまとめ，研究成果を総括して述べる。 

 

 第1章では，RC長柱の常温における構造設計および耐火設計の現状を概説するとともに，

既往の研究で得られている知見を整理し，高強度コンクリートは普通強度コンクリートと

比べ高温時における圧縮強度の低下や過渡ひずみによる収縮が大きいため，高強度コンク

リートを用いた RC 長柱は軸力による付加曲げモーメントにより曲げ変形が進行すること

で耐火性能が低下する恐れがあることを指摘した上で，本研究の目的について示した。 

 

第 2 章では，圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた一辺が 250mm 角の正方形

断面を有し，高さが 3570 と 5000mm の RC 長柱の中心圧縮軸力下における載荷加熱実験

を実施し，火災時における荷重支持能力，変形挙動および破壊性状を明らかにした。また，

接線係数理論に基づいた火災時における座屈耐力評価方法を提案し，その妥当性を検証し

た。その結果，昇温過程において一定圧縮軸力による拘束を与えたコンクリートの高温圧

縮実験により得られた応力度－応力ひずみ関係を用いることによって，実験結果を概ね評

価できることを示した。さらに，同評価手法を用いて過渡ひずみの発生量および主筋の強

度が RC 長柱の座屈耐力に与える影響を検討した結果，過渡ひずみの発生量は座屈耐力に影

響を与えるがその程度は小さいこと，鉄筋の強度の違いは実用の軸力比の範囲では座屈耐

力に与える影響は小さいことを示した。 

 

第 3 章では，元たわみを有し，圧縮強度約 120N/mm2 のコンクリートを用いた一辺が

250mm 角の正方形断面で長さが 5000mm の RC 長柱の荷重支持能力，変形挙動および破

壊性状に与える影響を熱応力解析により検討した。その結果，部材長さに対する元たわみ

の大きさ α/h が 1/103を超えると耐火時間が急激に減少する傾向があることを示した。また

RC 長柱の破壊モードに関して，軸力比 0.1 では α/h が 1/103以下，軸力比 0.2 では α/h が

1/105以下，軸力比 0.3 では α/h が 1/106以下で 3 ヒンジが形成されることで破壊に至り，

さらに元たわみが大きい場合は材端にヒンジが形成され座屈長さが長くなることで座屈耐

力が低下し破壊に至ることを示した。Shanley の理論に基づく RC 長柱の曲げ剛性を評価し

た結果，曲げ剛性は軸力比が 0.1 の場合に主筋が除荷されることで 2 割程度上昇するが一時

的なものであり，軸力比が 0.2 の場合は上昇せず，座屈開始時間を越えた後に曲げ変形が生

じても，座屈耐力が上昇し耐火時間が大きく延びることは無いことを示した。さらに，過

渡ひずみの発生量，曲げ変形が生じる方向(断面の対面方向・対角方向)および材端の力学的

境界条件が元たわみを有する RC 長柱の耐火性能に与える影響について検討した結果，過渡

ひずみが大きい場合，元たわみに伴い生じる付加曲げモーメントにより断面圧縮側の収縮

が大きくなり，水平変位が大きくなることで付加曲げモーメントが増大し耐火時間が短く

なること，元たわみの方向の違いが耐火時間に与える影響はほぼ無いこと，材端の固定度
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が耐火性能に与える影響は大きく，両端ピンの場合は α/h が 1/104以下の非常に小さい範囲

であっても元たわみの影響が大きく現れることを示した。 

 

第 4 章では，片面加熱および偏心圧縮を受ける RC 長柱の火災時挙動を把握するため，

常温圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた，250×600mm の長方形断面で高さが

4500mm の RC 長柱の載荷加熱実験を実施し，火災時における荷重支持能力，変形挙動お

よび破壊性状を検討した。片面加熱を受ける場合，固定端には面外変位に伴う回転拘束モ

ーメントが柱の水平変位を抑制する向きに発生すること，本解析モデルにおいて中心圧縮

で 1 面加熱と 4 面加熱を受ける場合の耐火時間は，軸力比が約 0.3 を超えると同軸力比で

は 4 面加熱に比べ 1 面加熱が短くなることを示した。また，この実験結果を第 2 章および

第 3 章に示した熱応力解析方法と同一の方法により精度よく評価し，解析手法の妥当性を

示した。 

 

第 5 章では，第 2 章から第 4 章で得られた RC 長柱部材レベルの基本的な火災時挙動に

関する知見を基に，部材レベルの検討では表現しきれなかった実構造物において想定され

る各種境界条件が RC 長柱の火災時挙動に与える影響を把握するため骨組レベルの検討を

行った。具体的には，常温圧縮強度約 120N/mm2のコンクリートを用いた，250×400mm

の長方形断面で材端接点間の距離が 4000mm の RC 長柱を有する平面骨組を対象とし，梁

の熱膨張により生じる部材角の大きさ，軸力の偏心量，元たわみの有無，片面加熱の有無，

座屈長さを変数として組み合わせた複数の骨組に対して熱応力解析を行い，平面骨組にお

ける RC 長柱の荷重支持能力や変形挙動，破壊性状を検討した。その結果，耐火性能に与え

る影響が大きい要因は RC 長柱の座屈長さであり，構造設計時には座屈長さを適切に評価す

る必要があることを示した。その他の要因として設定した項目について，梁の熱膨張によ

りRC長柱に生じる部材角が1/31rad以下，RC長柱に生じる軸力の偏心率 e /Dが0.3以下，

元たわみ α /h が 1/1000 以下，片面加熱は RC 長柱の耐火性能を低下させるが，その影響は

小さいことを示した。以上から，RC 長柱の構造設計時には常温時と同様に座屈長さを適切

に評価する必要があり，火災時耐力が小さくなる場合には，RC 長柱が負担する軸力を小さ

くする，あるいは火災時に RC 長柱が破壊した場合でも周辺部材に応力再配分し架構として

崩壊しないような計画とするなど，配慮する必要があることを示した。 

 

以上，本研究論文では，実構造物で想定される様々な現象・力学的境界条件が RC 長柱の

火災時における力学的挙動に与える影響を検討し，中心圧縮軸力下における座屈耐力評価

法を示すとともに，元たわみ，片面加熱，軸力の偏心，梁の伸び出しによる強制部材角，

座屈長さが RC 長柱の耐火性能に与える影響を明らかにした。 
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6.2 今後の課題 

 

後に，今後の課題について以下にまとめる。 

 

1. 本研究では，部材レベル・骨組レベルの検討を行うことで RC 長柱の火災時における力

学的挙動を明らかにした。しかし，RC 長柱の火災時の挙動が骨組に与える影響は未検

討である。骨組の火災時挙動を検討できれば，例えば，RC 長柱が破壊した場合でも周

辺部材に応力再配分し，骨組としては崩壊しないよう構造設計することが可能となり，

つまり骨組としての性能設計が可能になると考えられる。また，本論文の第 5 章で実

施した解析は平面骨組を対象としており，実構造物は面外にも部材が取り付く立体骨

組となる。部材レベルの検証により RC 長柱に曲げ変形が生じる方向(断面の対面方

向・対角方向)が耐火性能に与える影響は小さいこと，平面骨組レベルの検討により周

辺部材による RC 長柱の材端拘束が耐火性能に与える影響が小さいことを確認したた

め，立体骨組における各種境界条件が RC 長柱の火災時挙動に与える影響は小さいと考

えられるが，平面骨組と比べて RC 長柱破壊後の周辺部材への応力再配分はし易くなる

と考えられ，これらについては更なる検討が必要と考えられる。 

2. 解析に用いたコンクリートの高温時における応力度－応力ひずみ関係には，昇温過程

における履歴応力依存性がある。本研究における解析には，昇温過程において一定圧

縮軸力による拘束を与えたコンクリートの高温圧縮実験により得られた応力度－応力

ひずみ関係を用いたが，実際の RC 部材は火災時に熱応力の影響で応力状態は時々刻々

と変化し，さらに多軸の応力状態にあるため，更なる実験データの蓄積が望まれる。 

3. 本研究では，コンクリートの常温圧縮強度は約 120N/mm2 を扱った。RC 長柱は，そ

の断面形状により設計基準強度約 30～300N/mm2と幅広いコンクリートによる実績が

ある。周知の通りコンクリートの圧縮強度とヤング係数は比例関係に無い。コンクリ

ートの物性値が変わっても，本論文で示した解析方法と同一の方法で RC 長柱の耐火性

能の評価は可能と考えられるが，RC 長柱の耐火性能に影響を与える梁の伸び出しによ

る部材角や元たわみの大きさ等の閾値はコンクリート強度により変動する可能性があ

る。よって，様々なコンクリート強度に対する検討も必要と考えられる。 

4. 本研究では，RC 長柱の寸法は H’/D＞12 の範囲を扱ったが，D=250mm で一定とした。

同じ H’/D であっても異なる形状の RC 長柱に対しては，上記 3.と同様に本研究の結論

が異なる可能性がある。よって，様々な H’や D に対する検討も必要と考えられる。 
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付録 2 各種実験の載荷および計測方法 

 本付録では，実験を行った第 2 章と第 4 章について，実験方法の詳細について示す。 

 

付録 2-1 第 2 章で示した実験方法 

 

付録 2-1-1 コンクリートの熱間圧縮試験 

2.3.1.3 で示したコンクリートの熱間圧縮試験方法を付図 2- 1 に示す。ひずみは変位計に

より得た。加熱温度は，コンクリート表面に設置した熱電対を用いて，昇温速度を 2℃/分

として制御を行った。試験体断面温度を概ね均一とするため表面が目標温度到達後に 2 時

間表面温度を維持した後，漸増載荷することで応力度－応力ひずみ関係を得た。目標温度

の維持時間は，別途断面内部に熱電対を埋め込んだ試験体を加熱し，断面温度分布を測定

して決定した。昇温過程における所定の載荷軸力は加熱前に導入し，本実験における載荷

軸力は 2N/mm2または軸力比 0.2 である。 

自由熱膨張ひずみは，無載荷で昇温中の全体ひずみを計測することで得た。過渡ひずみ

は，一定軸力を載荷後に昇温して得られる全体ひずみと自由熱膨張ひずみの差から，同温

度・同軸力における応力ひずみ成分を差し引くことで得た。 

 

 
付図 2- 1 コンクリートの熱間圧縮試験方法 
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付録 2-1-2 RC 長柱の載荷加熱実験および載荷実験方法 

2.2.1.3 で示した RC 長柱の載荷および変位の計測方法について，載荷加熱実験方法を付

図 2- 2 と付図 2- 3 に，載荷実験方法を付図 2- 4 と付図 2- 5 に示す。載荷実験に使用した載

荷フレームは付図 2- 2 と同一のため，記載を省略した。 

 

 
付図 2- 2 載荷加熱実験のセットアップ(立面) 
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付図 2- 3 載荷加熱実験のセットアップ(付図 2- 2 の A-A’矢視) 
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付図 2- 4 載荷実験のセットアップ(立面) 
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付図 2- 5 載荷実験のセットアップ(付図 2- 4 の A-A’矢視) 
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付録 2-2 第 4 章で示した実験方法 

 

付録 2-2-1 コンクリートの熱間圧縮試験 

4.2.1.3 で示したコンクリートの熱間圧縮試験方法を付図 2- 6 に示す。付録 2-1-1 の付図

2- 1 で示した試験方法とは載荷フレームが異なるのみで，温度，荷重，各種ひずみの計測方

法は付録 2-1-1 と同一である。 

 

 

付図 2- 6 コンクリートの熱間圧縮試験方法 

 

付録 2-2-2 RC 長柱の載荷加熱実験 

4.2.1.4 で示した RC 長柱の載荷および変位の計測方法について，断面全周を加熱範囲と

した試験体(H4-03-0)を付図 2- 7 と付図 2- 8 に，1 面を加熱範囲とした試験体を付図 2- 9～

付図 2- 11 に示す。付図 2- 9～付図 2- 11 は軸力の偏心距離 42mm の例を示し，載荷フレー

ムは付図 2- 7 と同一のため記載を省略した。 
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付図 2- 7 載荷加熱実験のセットアップ(立面) 

(断面加熱範囲：4 面(全周)) 
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付図 2- 8 載荷加熱実験のセットアップ(付図 2- 7 の A-A’矢視) 

(断面加熱範囲：4 面(全周)) 

 

 

40
0

耐圧板

試験体位置

40
0

400 400

変位計
(CDP100)

間仕切り壁

炉蓋変位計設置用フレーム



138 
 

 
付図 2- 9 載荷加熱実験のセットアップ(側面) 

(断面加熱範囲：1 面，軸力の偏心距離 42mm の例) 
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付図 2- 10 載荷加熱実験のセットアップ(付図 2- 9 の A-A’矢視) 

(断面加熱範囲：1 面，軸力の偏心距離 42mm の例) 
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付図 2- 11 載荷加熱実験のセットアップ(付図 2- 10 の B-B’矢視) 

(断面加熱範囲：1 面，軸力の偏心距離 42mm の例) 
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